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General Agents in Japan

北米航路は2022年上半期
までは高水準で推移してい
た運賃が下半期に入り急落
し、潮目が変わった。新型
コロナの感染拡大が落ち着
き、海上物流の混乱も改善、
西岸諸港も混雑が大きく緩
和された一方、東岸諸港は
西岸からの貨物シフトで混

雑が続き好対照を見せた。
輸送需要も米国の利上げで
消費が減退し秋以降低調が
続く。ただ、2021年が記録
的だった反動もあり、マイ
ナスは驚くにあたらず、ス
ポット運賃が下落している
が2023年4～5月頃から需要
が盛り返すとの楽観論もあ

り、春節後の動きが注目さ
れる。

往航荷動き減速
日本海事センターが

JOC-PIERSデータをもとに
まとめた2022年11月のアジ
ア18カ国・地域から米国向
け往航コンテナ荷動きは、
前年同月比10.5％減の146
万2,527TEUと3カ月連続の
マイナスになったが、1～

11月累計では前年同期比
2.8％増の1,976万1,598TEU
と前年比プラスを維持し
た。

うち中国が0.2%減の
1,130万1,230TEUと微減だ
ったが、日本は12.3%増の
59万 8,660TEU、韓国が
10.6%増の110万9,677TEU
と好調、ASEANが10%増
の463万7,423TEU、南アジ
アも7.5%増の139万336TEU
とプラスを記録した。
一方の復航は、9月が前年
同 月 比 1.9％ 増 の 44万
2,804TEUと2022年5月以来
のプラスに転じ、今年1～9
月累計は前年同期比8.7％

減の427万2,319TEUで、う
ち中国が12.5％減の105万
5,4889TEU、日本は6.7％減
の49万3,714TEU、韓国が
2.7％減の47万8,198TEU、
台 湾 も 11.2％ 減 の 39万
2,866TEUといずれも減少、
またASEANも10.6％減の
120万8,158TEUで、ベトナ
ム は 9.7％ 減 の 32万
3,300TEU、マレーシアは
2.8％減の24万8,863TEU、
一方南アジアは3.3％増の
55万8,754TEUで、インド
は9.5％増の42万820TEUだ
った。

みずほ銀行産業調査部
は、2023年のアジア発北米

向け荷動きは、需要が一服
し、短期的には消費減退に
より荷動き減少も、中期的
には経済回復による拡大を
見込み、2023年は前年比
6.3%減少するが、向こう5
年間で年率平均1.3%で成長
し、2027年には2,288.1万
TEUを予想、北米発アジ
ア向けはコンテナ回送が優
先された状況が改善し一部
回復も、米中貿易摩擦によ
る成長鈍化を見込み、2023
年が3.7%増の579.2万TEU、
向こう5年間で年率平均
3.4%で伸び、2027年には
658.9万TEUを予想してい
る。

春ごろには需要回復も
北米航路

2022年は新型コロナのパンデミック（世界的大流行）による海上物流の混乱が収まり、
港湾混雑も改善される一方、ウクライナ戦争、燃料価格の高騰、さらには世界的なイン
フレが加速し、輸送需要が減退する中で運賃が急落、コンテナ特需は終焉を迎え、2023
年にはコロナ禍前の通常状態に戻る見通しの一方で、大量の新造船が市場に投入、船腹
余剰が懸念される中、マーケット安定化は船社の船腹調整能力がカギとなりそうだ。
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運賃は7カ月余り続落
一方、日本郵船調査グル

ープの資料によると、22年
8月末時点のアジア／北米
航路のコンテナ船腹量は
648隻・549.7万TEUと1年
前より9.7%増加した。3大
アライアンスの供給船腹量
は増加したものの、シェア
は低下、ZIM（イスラエル）
やWan Hai（台湾）のサー
ビス拡充、CuLines（中国）
やBAL（香港）などの新
規参入でその他の船腹量は
32.0％増加、西岸航路は
2.5%減少し、250.2万TEU、
東岸航路は22.4%
増加し約299.5万TEUとな
った。22年1月にLA／LB
港の沖待ち船は109隻に達
したが、欠便増加でその後、
滞船の数減少に伴い欠便船

腹率も減少した。22年6月
以降、北米東岸向け貨物の
増加に伴い、北米東岸の欠
便船腹率が増加、2022年9
月以降、荷動きの急減によ
る欠便船腹率が増加をみせ
た。

こうした中で、2022年に
入り第1半期（1～3月）も
北米往航は、港湾混雑など
による欠便の影響を受け、
船社の積み高は低下した
が、堅調な貨物需要に支え
られ、消席率は満船を維持、
運賃水準も高原状態が続い
たが、2月下旬にロシア軍
によるウクライナ侵攻や、
中国のゼロコロナ政策によ
り上海市でのロックダウン
が続き、さらには欧米でイ
ンフレ圧力がさらに高ま
り、世界の経済成長率が低
下、需給が緩み、運賃市況

も下落傾向をみせていた。
国際的な運賃の代表的な

指標である上海出しスポッ
ト運賃（THC除く）であ
る上海輸出コンテナ運賃指
数（SCFI）は、北米西岸
航路が22年1月初めに7,994
ドル／FEUだったものが、
その後30週連続で下落し12
月中旬には1,423ドル／
FEUと年初から82%も落ち
込み、北米東岸航路も1月
初めに11,729ドル／FEUと
1万ドルの高水準だったが、
その後29週連続で下落し12
月中旬には3,169ドル／
FEUへ年初から73%も落ち
込んだ。

また、Drewry Maritime
Research（英国）が発表し
ているスポット運賃の指
標、世界コンテナ運賃指数

（WCI）は、上海→北米西
岸が3月初旬に12,690ド
ル／FEUとピークになっ
たあと、12月下旬には
1,992ドル／FEUへ84%下

落、北米東岸向けは1月初
旬に13,518ドル／FEUとピ
ーク付けたあと12月下旬に
は3,889ドル／FEUへ71%落
ち込んだ。

一方、運賃分析サイト、
Xeneta（ノルウェー）に
よると、22年1月の世界長
期契約海上運賃指数、XSI
（Xeneta Shipping Index、
2017年1月＝100）はパンデ
ミック初期から上昇局面が
続き、米国の輸入は1月の
253.47だったものが、9月
には561.7まで上昇したあ
と、11月には538.18へ下落、
このうち極東から米国向け
の長期運賃平均は数カ月2
ケタの下落が続き、米国向
け全体を押し下げた。

運賃安定は米の経済次第
米国では2022年になり、

インフレが高進、実
質GDP成長率は2021
年の5.9%から2022年
には1.9%に低下した
ものと推定。インフ
レ抑制のため、連邦
準備理事会（FRB）
は急ピッチの利上げ
を実施、これにより
実質金利は急上昇してお
り、景気への下押し圧力が
強まった。しかし、年後半
から高インフレは沈静化へ
向かい、2023年の成長率は
1％前後を維持と予想され
ている。

北米航路の荷動き、運賃
が通常のに戻るかどうかは
米国経済の回復次第だが、
来年のアジア発北米向け荷
動き量について、海外の海
運 調 査 機 関 の 予 測 は 、
Clarkson（英国）は1%増、

Drewry(英国）は2.1%減、
IHS Merkit（英国）は5.7%
増、韓国海洋水産開発院
（KMI）は0.3%とまちまち
だ。一方で船腹量は200万
TEUを上回る新造船の竣
工が予定、船腹過剰が懸念
される。年明け後もしばら
くは運賃は小幅な値動きで
推移、4～5月頃に需要が回
復、船積みシーズンにも増
勢が続けば、通常のビジネ
スに戻るとに見方も出てい
る。
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欧州景気はEU（欧州連
合）の実質GDP成長率が
2021年の5.3%から2022年
は＋3.2%の高めの伸びにな
る一方、2023年は▲0.2%と
マイナス成長が予想されて
いる。インフレの高止まり
により、財消費は減少が続
き、個人消費は今後減少に
転じ、回復はインフレ率の
減速が進む2023年半ば以降
まで待つ必要があるとみら
れている。また、英国も
EU離脱など英国特有の要
因で労働力不足が長期化、
家計の購買力低下や政策金
利の引き上げを通じて、実
質 GDP成 長 率 は 2021年
の＋7.5%から2022年は＋3.2
%に減速、2023年は▲0.7%
のマイナス成長に転じる見
通し。

22年は往復航で荷動き減
ContainerTrade Statistics

（CTS）のデータによると、
2022年の荷動きは1～10月
累計の往航が、前年同期比
8.3％減の1,295万2,742TEU
で、仕出し地域別では北東
アジアが13.7％減の138万
1,837TEU、中国＋香港が
9.6%減の963万601、一方東
南アジアのみ3.6％増の196
万304TEUと前年を上回っ
た。仕向け地域別では北欧
州 が 8.3％ 減 の 855万
5,918TEU、東地中海が
13.5％減の211万7,455TEU、

一西地中海が4.8％減の227
万9,369だった。

復航も前年同期比14.7％
減の560万6,238TEUで、仕
出し地域別では北欧州が
13.5％減の396万4,750TEU
で、西地中海が10.8％減の
90万1,210TEU、東地中海
も24.5％減の74万278TEU
と全地域でマイナスになっ
た。仕向け地別では中華＋
香港が21.8％減の283万
9,143TEU、北東アジアは
4.3％減の131万5,813TEU、
東南アジアも7.5％減の145
万1,188TEUといずれの地
域向けでも減少した。

一方、日本郵船調査グル
ープに資料によると、コン
テナ船腹量は22年8月末時
点で北欧州航路が1年前よ
り6.9%増の390.276万TEU
でOcean AllianceOが13.0％
増加、新規参入などアライ
アンス外船のシェアは小さ
いものの、前年比で船腹が
2.5倍強となり、地中海航

路 は 7.8%増 加 し 182万
4,807TEUだった。また、
Alphaliner（仏）によると、
22年11月初め時点の極東／
欧州航路の週当たり船腹量
は 前 年 比 0.1%増 の 43万
7,991TEUで増加傾向をみ
せたいたが、12月初めには
2Mによる船腹削減で41万
8,500TEUと前月から4.5%
減少、ピークだった8月の
約45万TEUに比べ7.2%減
った。

運賃も年後半に下落
次に2022年の運賃の動向

を中国輸出コンテナ運賃指
数（CCFI、1998年1月1
日＝1000）でみると、1月
に欧州航路が5491.88、地
中海航路は6380.87だった
ものが、12月中旬には欧州
航路が1893.97、地中海航
路が2246.64と約1年間で両
航路とも約6割強落ち込ん
だ。また、上海出しスポッ
ト運賃（THC除く）を反
映した上海輸出コンテナ運
賃指数（SCFI）も22年の1
月に欧州航路が7,997ド

欧州景気後退局面も
欧州航路
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国連ラテンアメリカ・カ
リブ経済委員会（ECLAC）
が22年10月に発表した中南
米地域および中南米各国に
おける2022年および2023年
のGDP成長率予測による
と、中南米地域全体の
GDP成長率予測について
は、2022年は3.2％と堅調
だが、2023年は1.4％に減
速すると見込んでいる。

2022年はロシアによるウ
クライナ侵攻の影響が世界
経済の成長に影響し、中南
米地域の外需にも悪影響を
及ぼし、インフレ圧力、ボ
ラティリティ、金融コスト
を増大させている、と指摘
している。2023年の経済成
長鈍化の要因としては、世
界の経済成長の減速と貿易
の伸び悩み、政策金利の上
昇、国際流動性の低下を挙
げている。政策金利につい
ては現在、中南米では多く
の国で中央銀行が利上げを

続 け て い る と こ ろ 、
ECLACは2023年には利上
げが終了すると見込んでい
る。利上げが個人消費と投
資に及ぼす影響は2023年中
も継続すると予測してい
る。

国別でみても、域内ほぼ
全ての国で2023年は経済成
長の減速が見込まれてい
る。中南米主要国（アルゼ
ンチン、ブラジル、チリ、
コロンビア、ペルー、メキ
シコ）をみても、2022年は
最も低い予測値がメキシコ
の1.9％で、コロンビアに
いたっては7.7％の予測と
なっている一方で、2023年
は1～2％台にとどまり、チ
リはマイナス0.9％と予測
されている。

中南米向け荷動き堅調
CTSの統計によると、極

東から中南米向けコンテナ
荷動き量は2022年は新型コ

ロナのパンデミック（世界
的大流行）に伴う巣ごもり
現象で、消費財の需要が高
まり輸送需要も増加し、
2021年 が 年 間 で 436万
3,200TEUと2020年の381万
600TEUに比べ14.5%増加、
2022年も月により増減はあ
るものの堅調に推移し、1
～ 10月 累 計 で 365万
6,600TEUと前年同期の354
万5,300TEUに比べ3.1%増
加した。

一方、日本郵船調査グル
ープの資料によると、アジ
ア→中東・南アジアの荷動
き量は22年8月末時点で190
隻・164.2万TEUと1年前よ
り6.5%増加した。

運賃は84％も下落
22年も上半期はコロナ禍

の中、高運賃基調が続き、
消席率も高水準を維持した
が、下半期に入り8月から
輸送需要の不振が運賃が下
落し、本格的な不況に直面
した。南米航路の上海輸出
コンテナ運賃指数（SCFI）

は22年1月初めに10,323ド
ル／TEUだったが、8月初
旬に9,531ドル／TEUに低
下、12月中旬には1,649ド
ル／TEUと年初から約84%
も落ち込んだ。

また、米調査会社S＆P
Global Plattsが発表した11

月中旬の極東から南米向け
ス ポ ッ ト 運 賃 は 51.9%

（2,700ドル）も大幅下落し
2,500ドル／FEUと、9月初
旬以来の最大下げ幅とな
り、今年7月12日以来初め
て欧州から南米向けのスポ
ット運賃を下回った。輸送

需要の減退、過剰在庫や政
情不安などが要因。南米西
岸向けスポット運賃も
11.6%下落し3,000ドル／
FEUとなった。10月初旬
の時点で、極東から南米東
岸向けスポット運賃は年初
から57%下落している。

ル／TEU、地中海航路が
7,250ドル／TEUのピーク
から12月初めには欧州航路
が1,047ドル／TEU、地中
海航路が1,841ドル／TEU
とそれぞれ87%、75%も落
ち込んだ。

23年は新造船大量竣工
2023年は、海外の調査機

関の予測はまちまちで、欧
州 航 路 に 荷 動 き 量 を
Clarksonsは2%減、Drewry
は2.1%増、IHS Merkitは
4.9%増、KMIは2%増をそ
れぞれ見込んでいる。

一方、船腹供給量につい
て、KMIは2023年は新造船
コンテナ船のデリバリーが
333隻・230万TEUにのぼ
り、このうち10,000TEU超
の大型船は92隻・180万

TEUに達し、解撤（スク
ラップ）量の30万～40万
TEUを差し引きても200万
TEU前後の純増があり、
とくに18,000TEU超大型船
29隻が引き渡される予定と
なっていることから、欧州
航路の船腹供給量は2.4%増
加するものと予想されてい
る。

ただ、大手船社が市場シ
ェア拡大から利益最大化に
事業戦略を転換し、アライ
アンスを中心に市場が低迷
すれば、欠航（blank sailing）
のような供給調整措置を積
極的に講じ、荷動き量も欧
州でのインフレが下火にな
れば再び回復し、運賃も上
昇が見込まれている。

2023年の中南米経済は減速
中南米航路
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writing）に関する参考書と

して、類書が依然として皆

無に近い状態です。

本書がフォワーダーはじめ

国際物流に関連する幅広

い業界の方々のお役に立

てれば幸いです。

ISBN978-4-900932-88-3

　2007年以来の改訂版。輸出手続きに伴う貨物と書類の流れ、通

関、検数、引き渡しまで、輸入受渡業務を包括的に説明しています。

　改訂にあたっては、日本

を代表するメーカーの貿

易・物流部門で長年実務に

携わり、また日本貿易学会

などアカデミックな分野で

も論文を発表されています

三倉八市氏（日本商工会議

所　参与）に委託し、加筆、

修正、書き下ろしなど、全編

を通じて監修していただき

ました。

ISBN978-4-900932-83-8

国際通貨基金（IMF)は、
2022年10月に発表した「地
域経済見通し（中東・中央
アジア）で、2022年の中
東・北アフリカ（MENA）
地域の実質GDP成長率を
5.0％と推定、世界の成長
予測3.2％を1.8ポイント上
回る。2023年は世界情勢の
悪化の影響を受け、3.6％
に減速を粉込んでいる。ウ
クライナ情勢や世界的な金
融引き締めの影響があった
にもかかわらず、新型コロ
ナの感染拡大による経済状
況悪化からの回復が大幅に
進展、回復状況は国により
ばらつきがあり、石油輸出
国では、油価の上昇などに
よって2022年のGDP成長率
が5.2％となり、2022年か
ら2026年にかけて合計約1
兆ドルの石油収入があると
予測、低所得国では0.8％
と予測し、2023年も食料価
格の高騰などに起因する課
題に直面する可能性を指摘
している。

国別に統計をみると、各
国とも2022年はプラス成長
が予測、2023年はやや減速
するものの、その傾向は変
わらない。ただ、成長予測
の高い一部の石油輸出国
と、低成長が予測される

国々（イラン2022年3.0％、
ヨルダン同2.4％、モロッ
コ同0.8％）との間では差
がみられる。

中東向け荷動き小幅減少
CTSのデータによると、

極東からインド亜大陸・中
東向けコンテナ荷動き量は
2020年 が 年 間 で 653万
5,200TEU、2021年は808万
3,500TEUと23.7%増加し
た。2022年は8月以降マイ
ナス傾向が続き、1～10月
累計で618万8,400TEUと前
年同期比6.6%の減少となっ
た。

一方、日本郵船調査グル
ープの資料によると、アジ
ア→中東・南アジアのコン
テナ船腹量は22年8月末時
点で343隻・168.2万TEUと
1年前に比べ7.1%増加した。

往航運賃、約50%下落
こうした需給動向を反

映、上海出しスポット運賃
（THC除く）の中東ガルフ
航路における上海輸出コン
テナ運賃指数（SCFI）は、
2022年1月初旬に3,790ド
ル／TEU、3月下旬で8.8%
下落し2,843ドル／TEU、4
月初め中東地域での新型コ
ロナの流行が概ね安定、欧

米よりも状況は良好だった
が、4月1日から30日まで断
食月（ラマダン）に入った
影響で輸送需要が弱含みと
なり、4月下旬には2,428ド
ル／TEUへ低下、8月下旬
は2,057ドル／TEUへ下落
したものの、2019年の600
ドル／TEU台に比べると
はるかに高い水準を維持、
12月初めは1,827ドル／
FEUと、年初からは約52%
も大幅下落した。

南アジア航路の主要国で
あるインドは新興国の中で
も中国を凌ぐ高い経済成長
率のが続き。IMFの世界の
実質GDP成長率予想では、
2021年が8.7％と主要先進
国・新興国の中で1位。ま
た、世界のGDPランキン
グで2050年には米国を抜
き、世界で第2位の経済大
国になると予想されてい
る。

経済の高度化などを背景
に、購買力が高いとされる
中間所得層の割合が年々増
加することが見込まれ、今
後の消費拡大に向けた大き
な可能性を秘めている。た
だ、コロナ禍からの回復の
一巡により成長ペースは鈍
化。また外需の悪化や足元
の高インフレ、金融引き締
めが逆風となり当面は消費
と投資の勢いが弱まりそう
で、IMFは2022年の実質

MENAの23年経済は減速
中東・南アジア航路
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GDP成長率は7.4%、2023年 は6.1%に減速を予想してい る。
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アフリカ開発銀行による
と、アフリカの実質国内総
生産（GDP）の成長率は、
新型コロナの感染拡大とウ
クライナ戦争の勃発に大き
く影響、2021年の6.9％か
ら2022年には4.1％に減速。
こうした問題がさらに長引
く場合、2023年のアフリカ
の経済成長は4％程度の横
ばいで推移すると予想す
る。これは、これらの諸国
の経済回復力と経済多様化
を裏付けるものだが、石油
純輸出国の経済成長率が
2022年の4.4％から2023年は
4.1％へと若干減速すると
予想されるため、経済成長
率は全体として緩やかなも
のになるとみる。
また、IMFは2022年10月、

「地域経済見通し（サブサ
ハラ・アフリカ」を発表し、
サブサハラ・アフリカ地域
（SSA）の2022年の実質
GDP成長率を3.6％と2021
年の4.7％からは1.1ポイン
トのマイナス、2023年は
3.7％と予測している。主
要国では、ナイジェリア

（石油輸出国）や南アフリ
カ共和国（その他の資源国）
がそれぞれ3.2％、2.1％だ
った一方、コートジボワー
ルやケニアといった非資源
国はそれぞれ5.5％、5.3％
と、前年からは下がったも
のの、比較的高い成長率を
維持するとみる。

往航荷動きは小幅増
CTSの統計によると、極

東からサブ・サハラアフリ
カ向けコンテナ荷動き量は
2020年の313万6,500TEUか
ら2021年は293万1,600TEU
と6,5%減少。2022年は月に
よる増減があったが、1～
10月累計で252万300TEU
と前年同期比0.8%増加し
た。

一方、日本郵船調査グル
ープの資料によると、アジ
ア→アフリカのコンテナ船
腹量は22年8月末時点で170
隻・86.5万TEUと1年前よ
り3.4%減少した。

運賃は年初から5割下落
次にアジア発アフリカ向

け運賃動向を中国の上海航
運交易所（SSE）が発表し
ているSCFIの推移でみる
と、西・東アフリカ航路は
22年年初の7,470ドル／
TEUをピークに、3月に
6,000ドル／TEU1台、8月
に5,000ドル／TEU台、9月
に4,000ドル／TEU台、そ
して12月中旬には3,000ド
ル／TEU台へ下落傾向を
続け、年初から約55%も落
ち込んだ。

また、南
アフリカ航
路も年初の
6 , 4 2 9 ド
ル ／ TEU
を ピ ー ク
に、3月に
5 , 0 0 0 ド
ル ／ TEU
へ低下した
あと、8月

までは5,000ドル／TEUを
維持していたが、9月に入
ると4,000ドル／TEUへ下
げ、12月中旬には3,000ド
ル／TEU台となり、年初
から52%落ち込んだ。

韓国の海洋水産部海運港
湾 物 流 情 報 シ ス テ ム
（PORT-MIS）に公表され
た運賃動向でみると、今年
1月初めにナイジェリアの
ラゴス向け7,000ドル／
TEUだったもが、12月中
旬には3,400ドル／TEUへ
51.4％下落、ガーナのデマ
向けは5,750ドル／TEUか
ら2,600ドル／TEUへ54.8％
下落、ケニアのモンバサ向
けは4,400ドル／TEUから
2,150ドル／TEUへ51.1％下
落し、タンザニアのダルエ
スサラーム向けは4,900ド
ル／TEUから2,400ドル／
TEUへ51％下落、南アフ
リカのダーバン・ケープタ
ウン港向け、6,000ドル／
TEUからそれぞれ2,930ド
ル／TEU、3,110ドル／
TEUと半分に落ちている。

アフリカ航路は、主力の
中国積みの動向により荷動
き量が左右されるが、中国
政府によるゼロコロナ政策

アフリカ経済減速
アフリカ航路

23年の経済は減速
2022年10月、豪政府予算

案で示された経済見通しで
は、豪州の実質GDP成長
率は、2022年度の前年比
+3.25％から2023年度には
同+1.50％に減速が予想。
民間設備投資などの内需に
下支えされ、景気の腰折れ
は回避されるものと予想さ
れており、中期的に豪州経
済の拡大基調は維持される
見込み。

一方、2022年のニュージ
ーランド経済は、年明け以
降、変異株によるコロナ禍
の再燃に直面、1-3月期の
実質GDP成長率は2四半期
ぶりのマイナス成長に陥っ
たが､4-6月期は前期比年
率＋7.03％のプラス成長に
転じた｡実質GDPの水準も
コロナ禍前を上回るなど､
経済はコロナ禍を克服し
た｡隣国の豪州と同様に経
済動向は最大の貿易相手国
である中国経済の影響を強
く受けることから、23年も
中国に振り回されることに
なりそうだ。

コンテナ船業界も超好況
期を味わった21年の反動と
世界貿易鈍化の影響を受け
て22年は悪化局面に入り、
運賃は7-9月期まで高値圏
で推移したが、10-12月期
に入り4ケタ4から3ケタま
で落ち、コロナ禍前の水準
に完全に戻ってきた。物流
量は上半期不振を打ち、下
半期には強勢を見せた。

荷動きは往航減、復航増
CTSの統計によると、極

東からオーストララシア・

オセアニア向けコンテナ荷
動き量は2020年の282万
1,600TEUから2021年が286
万7,600万TEUと前年比
1.6%増加、2022年は1月か
ら10カ月連続のマイナスと
不振で、特に4月と10月は2
ケタの大幅下落となり、1
～ 10月 累 計 で は 218万
4,800TEUと前年同期比
12.6%減少した。オースト
ララシア・オセアニアから
極東向けコンテナ荷動き量
は 2020年 が 160万 9,600
TEU、2021年が162万6,700
TEUと前年比1.1%増加し
たあと、2022年に入ると月
により増減を繰り返し、1
～ 10月 累 計 で 138万
9,800TEUと前年同期比
4.7%増を記録した。

韓国／オセアニア航路の
荷動き量をみると、22年1
～10月累計で往復航合計で
前年同期比15.7%増の3万
6,400TEUとなり、輸入は
22.6%増の2万4,300TEU、
輸出は4.1%増の1万2,100
TEUと下半期に強含みに
反転している。

一方、日本郵船調査グル
ープの資料によると、アジ
ア／オセアニア航路のコン
テナ船腹量は22年8月末時
点で173隻・73.1万TEUと1
年前から6.6%増加した。

運賃は年初から80%下落
2022年の極東から豪州・

ニュージーランド向け運賃
動向を中国の上海航運交易
所（SSE）が発表している
上海出しスポット運賃

（THC除く）を反映した上
海輸出コンテナ運賃指数
（SCFI）の動向でみると、

2022年は1月初め4,673ド
ル／TEUにと過去最高に
達したとあと、第2四半期
に入ると、新型コロナの感
染が再拡大し上海などのロ
ックダウンとウクライナ戦
争が相次いで発生し、海運
不況が始まり、4月中旬に
3,621ドル／TEUと3,000ド
ル台へ低下、5月以降は中
国でのロックダウンが徐々
に緩和、輸送需要の増加し
消席率の90％達した。
しかし、下半期に入り、

世界各国の利上げがグロー
バル経済の不確実性を高
め、運賃に下方圧力が再び
かかり、8月中旬は2,988ド
ル／FEUと2,000ドル台、
中国の国慶節前の出荷も盛
り上がりに欠け、10月中旬
には1,561ドル／TEUと
2,000ドルを割り込み、11
月下旬には613ドル／TEU
へ急落、12月初旬も600ド
ル／TEUで推移、年初か
ら80%以上も大幅に落ち
だ。

配船面では、港湾スト、
自然災害、コンテナ不足な
どに応じて物流が混乱コン
テナ船の運航に支障をきた
し、タグ乗組員のストライ
キなどによる豪州港湾での
混雑が深刻化、サービス遅
延が一時悪化したほか、豪
州では年に2～4回も記録的
な大雨・洪水被害に見舞わ
れ、サプライチェーンを悪
化させた。

23年は高運賃の時期に締
結したに長期契約が満了時
期が差し迫る中、新造船が
流入し、需要に対する供給
圧力がさらに悪化する見通
しで、国際海事機構（IMO）
のGHG削減規制っ強まる
中、船社の悩みも深りそう
だ。

23年の経済は減速
豪州・NZ航路

アジア開発銀行（ADB）
は、昨年12月14日に発表し
たアジア経済見通し2022年
修正版で、世界経済の見通
しが悪化する中、アジア・
太平洋地域の開発途上国の
経済見通しを下方修正、同
地域の経済成長率は、2022
年が4.2%、2023年が4.6%と
した。9月時点では2022年
は4.3%、2023年は4.9%とさ
れていた。世界各国および
域内の中央銀行による金融
引き締め政策やロシアによ
るウクライナ侵攻の長期
化、中国における度重なる
ロックダウン措置などの影
響が、アジア開発途上国の
新型コロのパンデミックか
らの成長回復を遅らせ、ゼ
ロコロナ政策による規制と
不動産市場の低迷は、中国

の成長見通しのさらなる下
方修正につながった。

中国の22年の経済見通し
は、前回予想の3.3%から
3.0%に下方修正、23年の見
通しは、世界的な景気減速
により4.5%から4.3%に引き
下げ、アジア開発途上国は、
成長見通しが下方修正され
たものの、成長率、インフ
レ率ともに世界の他の地域
よりもいまだ良好に推移、
マレーシア、フィリピン、
タイ、ベトナムにおいて堅
調な消費や観光の回復が見
られる中、東南アジア地域
の22年の成長見通しを5.1%
から5.5%に引き上げたが、
世界的な需要の低迷を踏ま
え、23年の見通しは5.0%か
ら4.7%に下方修正した。

また、国際通貨基金

（IMF）は2022年10月に発
表した世界経済見通しで、
ますます世界経済の見通し
に陰りが出る中、アジア経
済の状況は相対的に明るい
材料だが、アジア太平洋地
域の成長率予測は、2022年
が4.0％、2023年が4.3％と、
4月の世界経済見通しから
それぞれ0.9％と0.8％下方
修正し、どちらも過去20年
間の平均成長率である
5.5％を大きく下回ってい
る。

荷動きは小幅増加
日本海事センターがCTS

の集計をもとにまとめたア
ジア域内航路におけるコン
テナ荷動き量は、2020年が
前 年 比 0.5%減 の 4,321万
44TEU、2021年は前年比
9.1％増の4,714万6,056TEU
だった。2022年は第1四半
期が前年同期比1.7%増の

4％台の経済成長持続
アジア域内航路

が緩和、新型コロナの感染
状況が不透明な状況になる

中、2023年のマーケット動
向は読み難いものになって

いる。



1,068万579TEU、第2四半
期 が 1.3%増 の 1,255万
1,618TEU、第3四半期が
0.3%減の1,181万4,116TEU
で推移、1～10月累計では
0.2%増の3,900万9,902TEU
と微増にとどまり、前年同
期の10%増から伸びが大幅
に鈍化した。上海のロック
ダウンによりシェアを広く
占める中国との荷動きの縮
小が原因とみられる。

一方、日本郵船調査グル
ープの資料によると、アジ
ア域内航路のコンテナ船腹

量は22年8月末時点で1,260
隻・215.4万TEUと1年前に
比べ5.1%減少した。

2022年の運賃動向を上海
航運交易所（SSE）が発表
している上海出しスポット
運賃（THC除く）を反映
した上海輸出コンテナ運賃
指数（SCFI）の推移をみ
ると、2022年1月下旬で
1,483ドル／FEU、2月下旬
が1,236ドル／TEU、3月下
旬は1,098ドル／TEUと落
ち込んだ。中国南部地域で
のロックダウン解除で工場

の操業が再開されたが生産
性の低下や出荷遅延により
しばらくは輸送需要が弱含
みとなるのは避けられず、
一方でアジア域内航路でサ
ービス開設が相次ぎ、船腹
が増加したことによる。 
4月下旬も中国での新型コ
ロナ感染予防策によるロッ

クダウンの影響で運賃が弱
含みに推移、SCFIは1,004
ドル／TEUと15週連続で
ダウン、5月下旬には1.044
ドル／FEUへやや回復、6
月下旬も1,079ドル／TEU
を維持、7月下旬は雨季が
続く中で運賃が軟化し968
ドル／FEUと1,000ドルを
割り込み、8月下旬も雨季
の影響でタイ、ベトナムの
需要減退などにより591ド
ル／TEUへ落ち込みを見
せた。

9月下旬も国慶節前の出
荷が盛り上がりを見せず
386ドル／TEUと低迷、10
月下旬は346ドル／TEUと
低空飛行が続き、11月下旬

は303ドル／TEU、12月初
めには237ドル／TEUまで
落ち込み、年初に比べ84%
も値下がりした。

荷動き増も運賃は不安定
みずほ銀行産業調査部の

データによると、アジア域
内航路の荷動き量は、2022
年が上海ロックダウン影響
もあり成長鈍化も、中期的
には経済の拡大を背景に成
長する見通しで、2022年は
前年比1.4%増の4,781.8万
TEU、2023年は3.2%増の
4,936.5万TEU、向こう5年
間では年率平均で3.1%で成
長し2027年には5,563.7万
TEUに達すると予測して

いる。
2023年の輸送需要は世界

の海運調査機関の予測はお
おむね一致、Clarksonは
3.5%増、IHS Merkitは5.7%
増、KMIは4.4%増といずれ
もプラス成長になると楽観
的な見方を示している。

ただ、世界的な景気後退
がアジア諸国にも拡大し、
輸送需要の不振が続くと予
想、200万TEUを上回る新
造船の竣工が予定、東西航
路に代替投入が見込まれて
おり、押し出されたコンテ
ナ船がアジア域内航路にな
だれ込むことが懸念、運賃
の安定化を保つことができ
るか注目される。
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ジェトロが日本の財務省
貿易統計と中国の海関（税
関）統計をもとにした2022
年上半期の日本の対中輸出

（中国の対日輸入、）は、前
年同期比7.5％減の936億
1,898万ドル、一方、対中
輸入は、2.4％増の926億
6,737万ドルと、上半期ベ
ースで過去最高を記録し、
日本の対中貿易収支は、9
億5,160万ドルの黒字とな
り、黒字幅は前年同期から
98億3,340万ドル縮小した。

新型コロナ感染症の新規
感染者が急増する中、中国
は22年12月以降、「ゼロコ
ロナ」政策から実質的な

「ウィズコロナ」政策に転
換した。防疫体制の緩和に
より感染者が急増し経済活
動が停滞、10-12月期の実
質GDP成長率は前年同期
比1.9％程度にとどまり、
2022年の実質GDP成長率は
2.7％程度と推定。2023年
の中国経済見通しは、感染
拡大を抑制できるか否か、

「ウィズコロナ」政策を貫
徹できるかどうかに大きく
左右、実質GDP成長率は
4％台が見込まれている。

荷動きも往航減、復航増　
こうした貿易動向のも

と、日本海事センターが日
本海事センターが財務省の
貿易統計をもとにまとめた
2021年の日中航路往航のコ
ンテナ荷動き（トン数ベー
ス）は、943万4,217トンと
前年比4.7%減少、2年ぶり
にマイナスに転じたあと、
2022年は第1四半期が前年
同期比6.3%減の215万2,805
トン、第2四半期が9.8%減
の218万4,427トン、第3四
半 期 が 9.8%減 の 205万
9,271TEUと、月間ベース

で21年8月以降マイナスで
推移、1～10月累計では前
年同期比8.3%減の714万
9,001トンと落ち込んだ。

また、復航コンテナ荷動
き量は2021年が前年比
10.5%増の2,180万3,180トン
と2年ぶりプラスに転じ、
2022年は第1四半期が前年
同期比2.3%増の530万1,840
トン、第2四半期が0.7%減
の553万8,796トン、第3四
半期が0.4%増の547万2,442
トンで推移、1～10月累計
で前年同期比1.0%増の
1,812万3,750トンと微増だ
った。

運賃は安定推移
一 方 、 運 賃 推 移 を

Drewry Martime Research
（英国）のデータでみると、
日本→中国は2021年の平均
で992ドル／FEU、2022年
は1-3月期が平均で847ド
ル／FEU、4-6月期は837ド
ル／FEU、7-9月期は793／
FEUへ下落している。中国
→日本は2021年の平均が
1,628ドル／FEU、2022年は
1-3月期が1,853ドル／FEU、
4-6月期が2,107ドル／FEU、
7-9月期が1,790ドル／FEU
で推移している。

また、中国→日本の運賃
推移を中国の上海航運交易
所（SSE）が発表している
中長期契約運賃である中国
輸出コンテナ運賃指数

（CCFI）でみると、2021年
は平均で、2022年は1月が
輸送需要好調で市況上昇
し、前年同月比11.3%上昇
し1215.64、2月は春節後の
荷動きが回復、市況も安定
して推移、3.9%下落し
1168.25、3月も需給は安定
したが市況は小幅下落し、

新年あけましておめでとうございます。
2023年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上げます。
昨年は新型コロナウイルス感染によって重病化す

るリスクが減少し、コロナ禍に端を発したコンテナ
需給逼迫による物流の混乱や船員交代等の問題も山
を越えて解消に向かったことは喜ばしかった一方で、
ロシアによるウクライナ侵攻という国際秩序を揺る
がす大きな問題が発生し、それに起因したエネルギ
ーやその他原材料価格の高騰、各国と米国との金利
差拡大によるドル高の進行も相俟った世界的な光熱
費、食料品や日用品といった幅広い品目の価格高騰
等の問題が、今も世界の人々の暮らし、経済活動に
暗い影を落としております。海運業界も多大な影響
を受け、先行きが不透明になっておりますが、当協
会は本年も業界が抱える諸課題の解決に向け、取り
組みを進めて参る所存です。

まずは国際競争力の強化です。
昨年は、令和5年度税制改正において当協会が重点

要望事項として掲げていた「外航船舶の特別償却制
度の拡充・延長」、「トン数標準税制の延長」および

「外航船舶の買換特例制度（圧縮記帳）の延長」が
夫々認められました。これらは、国会の先生方、国
土交通省はじめ関係省庁の皆様のご支援の賜物です。
この場をお借りして、厚く御礼申し上げます。

厳しい国際競争に晒されている外航海運会社にと
って、他国と同じ条件で競争できる環境の整備は、
日本の海運が世界で競争を勝ち抜き、日本の経済安
全保障推進に貢献する上で極めて重要です。当協会
は、引き続き国際競争力強化のための環境整備に取
り組んで参ります。

昨今の海運業界にとって最重要課題になっている
のが、GHG（温室効果ガス）をはじめとする環境問
題への対応です。世界の海を舞台に活動するわれわ
れにとって、地球環境保護への取り組みは海運業界
が持続的発展を続ける上で必要不可欠です。

IMO（国際海事機関）は、今夏新たなGHG削減目
標を定め、中長期的GHG削減に向けて更なる取り組
みを加速化していきますが、本年1月からは短期対策
として、EEXI規制（既存船の燃費性能規制）および
CII格付け（燃費実績を基にした船舶格付け制度）を
導入しました。

海運業界は、上述した取り組み以外にも、今ある
技術でGHG削減が可能なLNG燃料船の普及、新しい
技術による新規代替燃料を用いる次世代船の開発等
を進め、低・脱炭素化に一層努力し、わが国海運の
2050年GHGネットゼロを目指し取り組んで参ります。

広く社会の皆様のご理解とご協力をお願い致します。
海運業界にとって、いつの時代も重要な課題は安

全運航の確保です。
当協会は、安全運航に向けた業界としての新たな

取り組みとして、昨年末より会員各社が事故情報や
安全品質向上に向けた個社の取り組みを共有できる
情報共有プラットフォーム構築に向けた活動を試験
的に開始し、本年からの本格運用を目指します。
われわれができる上述したような自助努力は最大限
行っていく一方、北朝鮮によるミサイル発射やウク
ライナ侵攻等による海上のリスクや海賊への対処等
は自助努力だけでは解決が難しいため、政府関係の
皆様のご支援が必要です。

海賊対処については、昨今はわが国自衛隊や海上
保安庁および各国政府による継続的な海賊対処行動
が奏功し、近年ソマリア沖・アデン湾の海賊発生件
数は低い水準で推移していますが、海賊を生み出す
ソマリア国内の貧困等の根本的な問題は解決してお
らず、引き続きわが国自衛隊や海上保安庁および各
国政府が協調した海賊対処行動の継続が必要な状況
です。現地の酷暑や砂塵といった厳しい環境下で日
頃よりご対応いただいている現地派遣団の皆様には、
心より感謝申し上げます。本年は2月にジブチに訪問
し、直接皆様へ御礼を述べる機会を得たいと考えて
おります。

われわれの課題は他にも、海事人材の確保・育成、
パナマ・スエズ運河通航料の値上げへの対応等もご
ざいます。これら諸課題を解決するためには国民の
皆様による海運へのご理解とご支援が必要不可欠で
す。当協会は、これまで進めてきた海事広報を、時
代に即した有効性の高い広報へと強化し、他の海事
関連諸団体とも連携することで、日本における海事
産業の重要性に関する認知度の更なる向上に取り組
んで参りたいと考えております。

さて、冒頭に触れたロシアによるウクライナ侵攻
による世界情勢の変化は、わが国の海運がその使命
を果たす上で世界とその海が平和且つ自由で開かれ
ていることが大前提として必要であることを、われ
われに改めて認識させました。そして、われわれ事
業者は、従来以上に幅広い意味合いをもつようにな
った経済安全保障の視点から、安定した事業継続に
必要な政府による安全保障に関する様々な選択肢を
よく吟味する必要に迫られていると考えます。
最後になりましたが、ウクライナ侵攻が一日も早く
終結し、世界とその海に平和と自由が戻ることを心
から祈念し、挨拶の結びとさせていただきます。

一般社団法人　日本船主協会

会  長　池田　潤一郎
日中貿易、輸出減も輸入増

日中航路
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船舶のCO2排出2規制
1月1日から義務化

国際海事機関（IMO）
は今年1月1日から、大型外
航船への新たなCO2排出規
制である「既存船燃費規制
（ Energy Efficiency
Existing Ship Index：
EEXI）」、「 燃 費 実 績
（ Carbon Intensity
Indicator：CII）格付け制
度」を導入する。

この2制度はIMOが2018
年に採択した、（1）2030年
までにCO2排出量40％以上
削減（輸送量あたり、2008
年比）、（2）2050年までに
GHG排出量50％以上削減

（2008年比）、（3）今世紀中
のなるべく早期に排出ゼ
ロ、という目標に向けた取
り組みのひとつ。EEXIは
既存船に対して新造船と概
ね同レベルの燃費性能を義
務化し、既存船のCO2排出
量を新造船並みに底上げす
るもので、主管庁が検査し
てEEXI証書を発給する。
CIIは1年間の燃費実績をA
～Eの5段階で格付け、格
付けが低い船は改善が求め
られる制度で、23年から燃
費実績の蓄積が開始、24年
に23年の格付けが決定する
予定となっている。

CIIはA～Eで格付け
段階的に規制強化

CIIは5,000総トン以上の

大型船（全貨物船、フェリ
ー、クルーズ船含む）を対
象に、23年から暦年1年間
の 炭 素 強 度 実 績 を
AER/DWT（トンマイル
当たりCO2排出量、載貨重
量トン（DWT）ベース）
で計測し、1年に一度、炭
素強度の低い（航行距離あ
たり排出量が少ない）順か
ら「A」（最高）～「E」

（最低）の5段階で格付けし、
船籍国に提出する「船舶エ
ネルギー効率マネジメント
計 画 （ Ship Energy
Efficiency Management
Plan：SEEMP）PartⅢ」
に記録、格付けの低い船舶
は改善を促し、段階的に排
出強度を下げていく仕組
み。

SEEM PartⅢは「CII計
算方法」、「2026年までに必
要なCII値」、「達成に向け
た実施計画」、「自己評価と
改善の手順」を含む船舶ご
とのCII計画で、3年連続で

「D」、もしくは1年「E」の
格付けになった船舶は「C」
以上に改善するための措置
をSEEMP PartⅢで提案す
ることが求められ、この改
善提案は船級協会により検
証を受ける。

またIMOでは「A」「B」
の船舶には主管庁や港湾当
局などからインセンティブ
を与えることを推奨、現時
点ではまだ確認されていな
いが、将来的には高格付け

船へのインセンティブ導入
が予想される。

同時に、CII炭素強度の
制限値は23年に19年比5％
減、24年に7％減、25年に
9％減、26年に11％減、と
毎年2％ずつ、段階的に引
き下げていく。

輸送距離×dwt/GT
算出に疑問の声も

しかし、CIIは算出方法
が航行距離に基づいている
ことから、寄港時間が長く
短距離航行船は不利（船舶
のCII格付けが悪化する）
になることや、貨物量や貨
物 種 別 で は な く
Deadweight（載荷重量ト
ン数）もしくはGT（総ト
ン数）に基づいていること
が不公平になるのではと危
惧されており、算出方法の
改正やリーファーコンテ
ナ、ガス運搬船の冷却／再
液化に使用される燃料を加
味する補正係数の導入、デ
ータ共有の方法などさまざ
まな調整を求める声が高ま
っている。

CII計算式（図）をみる
と、CII格付けを上げるに
は、分子の燃料消費を小さ
くするため、減速航行、ジ
ャストインタイム航行、風
力推進の利用や摩擦抵抗の
低減、機械の最適運用、低
排出燃料の使用などが考え
られる。分母をみると、
dwt/gtは変わらないため

航行距離が長いほど、格付
けは改善される。これは、
港湾での停泊時間が長い、
もしくは機械の故障などで
足止めになると格付けに悪
影響を及ぼすということ
で、さらに貨物量が減ると
燃料消費が減るため、格付
けは改善になる。

脱炭素には役立たず？
10％の船腹吸収危惧も

CIIには導入間近でも
様々な意見が出されてお
り、ドライバルク船主団体
の国際独立乾貨物船主協会
（Intercargo）は昨年12月、
CIIは実際の運航条件下で
は、公平かつ透明性のある
歪みのない排出削減は実現
できないとの声明を発表し
た。

悪天候、航行距離、港の
待ち時間、港湾インフラ、
用船者の要望など船舶の管
轄外の多くの要因がCII格
付けに重大な悪影響を及ぼ
す可能性があるためで、特
により多くの排出量を生み
出す航行距離の長い船舶
が、航行距離が短く排出量
の少ない船舶よりCII格付
けが高くなることを問題視
し、脱炭素化の目標達成の

対処法としてはCIIには重
大な欠陥があると主張し
た。

また、最大手コンテナ船
社のMSC（スイス）は昨
年11月、CIIにより船舶が
低速化し、コンテナ船の船
腹容量が7～10％吸収され
る可能性があると市場への
重大な影響を警告してい
る。そのうえで輸送作業と
相関し貨物種で区別するな
ど船舶の生産性に基づく算
出方法に調整すべきとの意
見 を 表 明 し て お り 、
Maersk（デンマーク）、
Hapag-Lloyd（独）なども
CIIには否定的とされる。
ボルチック国際海運協議会
（BIMCO、英国）もCIIに
よる船腹吸収を全体の10％
と予測、23年の新造船大量
流入（252万TEUがデリバ
リー予定）による供給過多
に拍車をかけるとみてい
る。

大型コンテナ船は影響軽微
小型船は徐々に影響か

一方で、海運調査会社の
Alphaliner（仏）は現在の
大型～超大型コンテナ船は
船齢が若く、効率性に優れ
た最新機関と船型を採用し

ていることから、大規模船
社の運航は短期的には大き
な影響は受けず、実質船腹
の喪失が10％を超えるとい
う一部船社の主張は過大と
みている。

CII導入の効果は船隊、
船型、船齢、航行速力、航
路によって大きく異なるた
め、その評価は非常に難し
いが、現在大型コンテナ船
（約10,000～24,000TEU型）
はEEXIの規制速度が実際
の航行速度21ノットよりも
早く設定、船社はそれ以下
の速力で運航しているため
影響は少ない見込み。

小型船は多数の個別サー
ビス、短い航海距離、不安
定な運航状況、さらに同船
型に新旧の船が混在してい
るため、CIIによる影響を
測ることがさらに困難だ
が、老齢船では速力が約17
ノット、最新の高効率船で
も19ノットに制限を受ける
可能性があり、規制導入当
初は影響は限定的にとどま
るものの徐々に影響が出て
くると予想する。

こ れ ら の こ と か ら 、
Alphalinerでは景気減退に
よる需要の減少も手伝い、
23年中に発生する問題は限
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船積前検査・アジア型マイマイガ検査
放射線量測定検査業務と証明業務
外国産農産物の検査・検量・検数の証明業務
理化学分析業務（輸出入食品、一般食品、放射能核種分析）と証明業務
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3.8%下落し1123.78した。
4月は需要が好転、市況

も回復し、6.3%上昇し
1194.24、5月も市況が小幅
上昇し、1.9%上昇し1216.96、
6月も需要が安定、市況も
平穏に推移、1217.27と安
定を維持、7月も需要は安
定したが市況は小幅下落し

1.9%下落し1194.50、日本で
の新型コロナが流行したが
需要は基本的に安定したも
のの市況は小幅下落し、
1.0%下落し1182.06、9月も
需要は安定したが市況は小
幅 下 落 し 1.7%下 落 し
1161.96、10月が0.5%下落し
1155.70、11月も0.9%下落し
1145.01だった。

中国は、上海ロックダウ
ン後の成長は持ち直しも、
22年秋から再び感染増で経
済活動が混乱し、22年終盤
から23年前半はコロナによ
る活動停滞が尾を引き成長
率は低迷しており、状況改
善が確認されるのは23年半
ば以降になると予想されて
いる。

（5ページから続く）
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定的で、CIIの影響は小
型・老齢船を中心に導入後
数年にわたり、徐々に顕在
化すると予測している。

今年は排出量実績計測の
初年であり、影響は主に来
年から徐々に現れ始めると
みられるが、大量の新造船

デリバリーに地政学的問
題、インフレ・経済低迷と
いった先行き不透明な要因
が重なり、ただでさえ予測
困難な市場にCII規制がど
う作用するかは未知数で、
今年のうちに議論が深まる
ことを期待したい。

一般社団法人　日本造船工業会

会長　宮永　俊一

明けましておめでとうございま
す。

新年を迎えるにあたり、謹んで
ご挨拶申し上げます。

昨年は、2月にロシアがウクラ
イナに侵攻して以降、地政学リス
クが高まり、エネルギー資源や希
少物資の供給懸念等から世界的な
インフレが起こるなど、不透明感
と不確実性が大きく増して参りま
した。戦争の長期化が懸念される
中、グローバル化の後退と流動性
を増す国際政治に対して、国内経
済の自立性を確保し、経済安全保
障の推進、防衛力の強化が必要と
なっています。尚、新型コロナウ
イルスの感染が拡大と収束を繰り
返す中で、徐々に経済活動の正常
化が図られ、人々の暮らしも落ち
着きを取り戻していることは心強
く、今後も感染対策が上手く行き、
景気が持ち直していくことを期待
しております。

我が国の造船業を取り巻く環境
は、世界的な船腹過剰と供給力過
剰に加えて、市場を歪曲する競合
国の政府助成、地球温暖化対策の
加速化による船主の発注マインド
の低下、さらには新型コロナウイ
ルス感染拡大などが主な要因とな
って、受注低迷が続き、一時は危
機的な水準にまで落ち込みました。

その後、昨年の海運市況の好転
を背景に、新造船の需要も回復傾
向に転じ、仕事量はある程度確保
できたものの、鋼材などの資機材
価格が急騰、半導体等の不足によ

る舶用品の納入遅れや価格高騰等
により採算が悪化し、依然として、
厳しい経営状況が続いており、造
船業界を取り巻く事業環境は、ま
だまだ安定しておりません。

今後の見通しにつきましては、
世界経済の先行きは、緊張が続く
ウクライナ情勢や、世界的なイン
フレの継続等により、不透明感が
大きく増していますが、足元の海
上荷動き量は拡大基調であり、今
後、サプライチェーンの一部見直
しがあっても、成長は続くものと
見ております。

中長期的に見ると、2050年のカ
ーボンニュートラル社会の実現に
向けて、社会構造が変わり、今後
は、石炭や石油等の化石燃料の輸
送需要が減少する一方、水素やア
ンモニア等へのエネルギー需要構
造の変化等により船舶の需要構造
は大きく変化していくものと思わ
れます。この新たな海上輸送需要
や将来の社会構造変化に如何に対
応していくかが、造船業にとって
大きな課題であると考えていま
す。同時に、これは大きなビジネ
スチャンスであり、この波に乗る
ことが、日本造船業の国際競争力
を強化するまたとない好機でない
かと捉えています。

今回、本会で取り纏めました
2050年にネットゼロの達成を前提
とした世界の新造船建造需要予測
では、世界経済の成長と、船舶の
ゼロエミッション化によって既存
船の全面的な代替が進んでいくこ

とで、新造船建造需要量は長期ト
レンドとして増大した上で、高原
状態が継続していく予測となって
おります。

2050年のカーボンニュートラル
社会の実現に向けて、特にゼロエ
ミッション船の開発については、
日本造船・舶用工業として、社会
要請等をしっかりと受け止めて、
早期の実用化を目指さなければな
りません。このためには、各社毎
の自助努力を続けるとともに、企
業間の連携や協業、海事クラスタ
ー内での連携の強化がますます重
要です。日本造船業の強みは裾野
の広い産業基盤を擁する海事クラ
スターですので、この強みを生か
して、日本にしか造れないゼロエ
ミッション船を開発して社会に還
元するとともに、競合国との国際
競争にも打ち勝っていく所存です。

造船業は、商船、艦艇及び巡視
船艇などの建造を通じ、我が国の
経済、安全保障に寄与する基幹産
業として、地域社会の雇用と経済
を支えて参りました。今次の難し
い局面も、海事クラスターの力を
結集し、官民が連携していくこと
で、必ずや乗り越え、将来に亘っ
て我が国の海事産業が維持・発展
していく事が出来、国、地方に対
する役割、貢献を続けて行けるも
のと確信しております。

引き続き関係各位の、なお一層
のご理解とご支援をお願いしまし
て、新年の挨拶とさせていただき
ます。

International  Surveyor  &  Inspector
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国際海事機関（IMO）
の第79回海洋環境保護委員
会（MEPC79）が12月12～
16日にハイブリッド形式で
開催され、国際海運からの

「温室効果ガス（GHG）削
減戦略」の具体的な改定案
を巡り議論したが、結論は
持ち越しとなった。国際海
運のGHG削減目標は今年7
月に開催される次回会合

（MEPC 80）で新目標を採

択する予定だが、MEPC79
では具体的な成果が得られ
ず、3月と6月に作業部会を
開催し、引き続き議論を進
めることで合意した。

IMOが2018年に採択した
「GHG削減戦略」に基づく
現在の削減目標は以下の通
り。

（1）2030年までにCO2排出
量40％以上削減（輸送量
あたり、2008年比）

（2）2050年までにGHG排出
量50％以上削減（2008年
比）

（3）世紀中なるべく早期に
排出ゼロ

この「GHG削減戦略」
は今年7月に開催予定の
MEPC80で改定されること
となっており、昨年12月の
MEPC79では各国から提案
された具体的な改定案につ
いて議論し、日本を含む加
盟32カ国の過半数、主に先
進国と島嶼国が2050年まで

にGHG排出量ゼロを目標
とすべきと主張する一方、
南アフリカ、インド、ブラ
ジル、アルゼンチン、UAE、
インドネシア、サウジアラ
ビア、中国、ロシア、トル
コが現在の目標を維持すべ
きと主張して反対し採択に
至らず、来年3月と6月に第
14回、第15回のGHG中間
作業部会（ISWG-GHG 14、
15）を開催し具体案をまと
め、7月のMEPC80で結論
を出す予定となった。

MEPC79では、GHG削減
のための具体的な対策につ

いても審議し、欧州、米国
などは燃料の製造段階での
排出分も含めたライフサイ
クル全体でのGHG排出を
対象に削減目標を設定すべ

きと提案、米国・インドな
どは、ゼロエミッション船
または代替燃料の普及割合
に関する新たな目標を設定
すべきと主張した。

ゼロエミッション船の普
及促進のためには、first
movers（GHG排出量実質
ゼロの達成を約束する先発
者）への支援が重要であり、

課金・還付型の経済的手法
が有効であるとの日本の主
張を支持する意見が多く表
明されたという。

国際海運からのGHG削減目標
今年7月に改訂、議論つづく
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大手船社の幹部は昨年秋
に来日した際、「物流サー
ビスの統合化とデジタルト
ランスフォーメーション

（DX）は不可分だ。円滑な
情報交換と可視化を追求し
た場合、統合物流化は不可
避で、デジタル化が物流企
業の競争力を決定づける」
と述べた。実際、船社や物
流業界は統合化とデジタル
化が加速し、例えば我々が
通信販売で商品を購入した
際、国内、越境を問わず、
自分の注文した商品が今ど
こにあるのかすぐに参照す
ることが可能になってい
る。さらに新型コロナウィ
ルス（COVID-19）感染症
が2020年初頭から世界に拡
大し、人々がロックダウン
やソーシャルディスタンス
の確保などを強いられるよ
うになるとe-コマース需要
がいっそうの高まりをみせ
るようになった。輸送需要
の高まりにより世界が慢性
的に物流の混乱に晒されて

いたなか、その解決策とし
て一様に導入拡大が謳われ
たのが「デジタルソリュー
ションによる効率化」だっ
た。デジタル化による効率
化は物流処理のキャパシテ
ィを大幅に向上させるもの
として多く事業者が参画、
導入し様々なプラットフォ
ームが乱立する状況になっ
ている。今回、主に船社と
荷主、フォワーダーを結ぶ
プラットフォームを中心に
最新の状況を紹介する。

DCSAによるプラットフ
ォーム間の連携を目指す
取り組み

Digital Container Shipping
Association（DCSA）は
2019年4月に、A.P. Moller-
Maersk（デンマーク）、
Hapag-Lloyd（ 独 ） 、
Mediterranean Shipping
Company（MSC、スイス）、
Ocean Network Express

（ONE、シンガポール）の
4船社が、業界標準化、デ

ジタル化、相互運用を促進
するために設立した中立的
な組織だ。

DCSAは荷主/船社間、
船社同士、船社／港湾間で
のシームレスな情報共有を
実現するため様々な分野で
情報共有をするソリューシ
ョン構築を目指しており、
2020年5月には出荷前、船
積み前、洋上、荷揚げ後、
陸送後の5つの段階にわた
ってコンテナを追跡できる
Track & Trace Interface
Standardsと電子船荷証券
標準化（eB/L）Standard、
6月にはIoT Standards、7
月には運航船舶スケジュー
ル（OVS）データの自動
交換Standard、10月には港
湾でのオペレーション効率
の向上を図るためロードリ
ストとベイプランの情報交

換定義を発表するなど、将
来の複数のPF間でデータ
授受が可能なように基盤と
なるフォーマットを発表し
ている。

2020年12月には、船社や
顧客、物流パートナー間で
スムーズな相互のデータ連
携の実現を目指し、国連貿
易円滑化電子ビジネスセン
ター（UN／CEFACT）が
設定した複合輸送の基準に
沿った共通eB/Lのひな型
となるDCSAeB/Lとブッ
キングのガイドラインを作
成し公開した。新B/Lは
API (Application Program-
ming Interface）接続によ
り各社の独自システムの垣
根を越えて運用することを
前提につくられ、2021年1
月には詳細なAPI情報を公
開している。また同年6月
には、電子B/Lの導入・普
及を容易にするため、船積
み指示書（S/I）とeB/Lを
送信するためのインターフ
ェースの規格フォーマット
も公開した。

2022年2月にはDCSAと
ボルチック国際海運協議会
（BIMCO）、国際フォワー
ダーズ協会連合（FIATA）、
国際商業会議所（ICC）、
SWIFT（国際銀行間金融
通信協会）が国際貿易デジ
タル化の標準化に向け協働
する新イニシアチブとして
「 Future International
Trade（FIT）Alliance」を
結成することで合意、了解
覚書（MoU）に署名した。
これにより大手コンテナ船
社9社で構成するDCSAの
リードのもと、国際貿易の
関係者が協働しコンテナ海
運におけるデジタル化と
eB/Lの採用の加速を目指
す こ と に な っ た 。 FIT
Allianceは、規制当局、銀
行、保険会社でのeB/L受
け入れ、採用促進と顧客、
運送人を含め国際貿易取引

における全利害関係者の間
のコミュニケーションの統
合を図ることを目的とし、
国際的な管轄区域およびプ
ラットフォーム全体で共通
のデータ標準と法律条件の
重要性についての認識向上
を 図 っ て い く 。 ま た
SWIFTは世界200カ国以
上、1万1,500の金融機関と
接続、年間2兆ドル以上の
国際貿易に関与しており、
金融業界の基礎のひとつと
してFIT Allianceに寄与、
またFIATAはeB/L標準の
策定、ICCはその承認機関
としてデジタル標準化加速
を推進している。

そして4月にはブッキン
グプロセス1.0と船荷証券
（B/L）2.0のベータ版をリ
リースした。これは海運ド
キュメンテーションプロセ
スのエンドツーエンドのデ
ジタル化に向け、eB/L標
準の公開に続く第2ステッ
プとなり、ブッキングプロ
セスを標準化することでデ
ジタル化された輸送データ
の円滑な共有ができるた
め、予約情報のeB/Lへの
再入力が不要となる。同時
に公開したB/L2.0のDCSA
標準はブッキングプロセス
標準と整合、ブッキングプ
ロセスデータの自動取り込
みを可能にするものとなっ
ている。

7月にはeB/Lプラットフ
ォームの相互運用性の概念
実証フェーズ2を開始する
と発表し、国際P&Iグルー
プ（IG P&I）承認済みの
eB/Lプ ロ バ イ ダ ー 4社
（CargoX、EdoxOnline、
essDOCS、WAVE B/L）
と連携し、各社がDCSAの
eB/Lの相互運用標準を実
装し、実際の輸送を反映し
たデータを使いB/Lライフ
サイクル全体で相互運用性
をテスト、参加している
eB/Lプラットフォーム間

での完全な技術的相互運用
性を実証する取り組みを開
始し、12月にはCargoX、
EdoxOnlineがeB/Lの相互
収受の実証に成功するなど
の成果が出てきている。

業界最大規模のTrade
Lens、急成長と突然の終
焉

A.P. Moller-Maerskと米国
の大手コンピューターメー
カーのIBMが2017年3月に海
運、物流などグローバルサ
プライチェーンを一括で管
理するデジタルプラットフ
ォーム構築で提携、その後
ブロックチェーン（分散型
台帳技術）を活用して業務
の効率化とともに参加者が
取引情報の透明化、改ざん
防止を実現し、船社、荷主、
物流業者、税関など様々な
関係者が共通のネットワー
クで手続き、書類の収受が
できるTradeLensを公開し
たのは2018年のことだ。

TradeLensのもたらした
大変革は「コンテナのトレ
ーサビリティ」と「貿易関
係書類の電子化」の2つで、
前者はブロックチェーンの
力を借りることで、透明性
の高い情報共有を行うこと
ができ、後者はブロックチ
ェーンのスマートコントラ
クトで、貿易関係書類が電
子化され、ペーパーレスと
なることで、コスト削減と
業界全体の効率化を実現す
るものだ。TradeLensはブ
ロックチェーンの力を借り
ることで、透明性の高い情
報共有を行うことができ、
貿易関係書類を電子化し
て、ペーパーレス化するこ
とで荷主、船社、フォワー
ダー、運送業者、税関当局

貿易PFの相互連携はどこまで進むか
新型コロナウィルス（COVID-19）の感染拡大により、2年間近い物流混乱と並

行して、業界は貿易の電子化による効率的で迅速、強靭なサプライチェーンの構築
を目指し、その最大のソリューションとしてデジタル化を加速させている。一方で、
世界規模で多くの利害関係者が接続でき、シームレスで安全なネットワークをどう
構築するかは未だ模索が続いている。
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など物流に関わる多くの関
係者のコスト削減と業界全
体の効率化を目指してい
た。

例えば荷主やフォワーダ
ーは船社とブッキングや船
積み書類の送信は原産地証
明の提出や認証、また船社
は港湾ターミナルと入出港
や荷揚げ・船積み情報の共
有や貨物追跡、さらに荷揚
げ貨物のトラック事業者と
の共有や税関当局の認証、
貿易金融との情報共有を可
能にするソリューションで
2019年 以 降 に は ZIM、
CMA CGM、MSC、THE
Allianceを構成するONEと
Hapag-Lloydが相次いで参
画、世界のコンテナの3分
の2近くをカバーすること
になった。また2019年から
2020年には米国の主要4港
や中南米の50ターミナルを
皮切りに世界の主要港やタ
ーミナル運営会社が相次い
で同システムとの連携を開
始し、2022年6月には1,000
以上の組織が参画、大手貿
易金融銀行と統合し、コン
テナ5,500万本以上の出荷、
2,500万以上の公開ドキュ
メントを追跡、処理の実績
を持つまでになっていた。

海上輸送・貿易プラット
フォームとしてトップのシ
ェアを独走すると見られて
いたTradeLensだったが、
11月末、MaerskとIBMは

突如、2023年第1四半期末
でのサービスの終了を発表
し、業界に衝撃を与えるこ
とになった。閉鎖の理由に
ついてMaerskの代表者は
「TradeLensは、開かれた
業界プラットフォームとし
てグローバル サプライ チ
ェーンのデジタル化を目指
して開発を進めてきたが、
グローバルな業界のコラボ
レーションが達成できない
状況下で、経済的な実現性、
継続性を維持できるレベル
に達しなかった」と説明し
ているが、業界では多くの
憶測を呼んでいる。

一部海外の海事メディア
は、両社が説明した経済上
の継続性が困難になったと
の理由に疑問を呈する声を
伝え、MaerskがEUのデジ
タル市場法（DMA）によ
る規制の対象になることを
危惧したのでは？という声
や、TradeLensがMSCや
CMA CGM、Hapag-Lloyd
などの競合船社の取り込み
には成功したものの、荷主
やフォワーダー、NVOCC
などの参画は伸び悩み、普
及が進まなかったからだと
いう声も上がっている。と
いうのもTradeLensはその
開設当初から、Maersk傘
下のプラットフォームへ間
接的に自社の顧客、貨物情
報を共有することへ大きな
懸念の声が上がっていた。

他社がMaersk主導による
プラットフォームと自社の
顧客データを共有すること
への懸念、ブロックチェー
ンに対する理解が浸透しな
かったこと、競合するプラ
ットフォーム間の競争によ
り収益力のあるビジネスモ
デルにならなかったことな
ど憶測が上がっているが、
明確な理由ははっきりして
いない。

またIT専門家は、Trade
Lensの終了により、業界
はブロックチェーンが本当
に物流の円滑化に適した技
術かどうか再検討を強いら
れるだろうと指摘してい
る。参加企業はセキュリテ
ィの観点から自社からの共
有情報を限定的にしたいと
い う が 要 望 が 強 く 、
TradeLensが採用している

「パーミッションレス」型
ブロックチェーン技術では
その利点を有効に活用でき
ないという意見も上がって
お り 、 今 後 、 Global
Shipping Business Network
（GSBN）や DP Worldの
Cargoes Logisticsなど競合
PFの今後にも大きな影を
投げかけることになった。

Digital Container Shipping
Association (DCSA) の関係
者は、eB/Lの交換は「電
子メールのようなもの」で
あるべきで、OSやメール
ソフトに関わらず共通の運

用が可能なシステムを目指
すべきだという声を紹介し
ている。それによると
eB/Lプラットフォームを
取り扱う一部事業者らは

「勝者総取り」のビジネス
モデル構築を図り、それが
業界のeB/L普及を阻害し
ていると指摘、これまでの
プロバイダーはいずれも、
プラットフォームの独占化
を狙い、相互運用性よりも、
エンドユーザーの利用者の
囲い込みを図る傾向が強
く、それによりユーザーは
単一のプラットフォームに
全面的に依存するか、全く
使用しないかの二者択一を
迫られてきたという。

供用開始2年目のTrade
Waltz、業界横断、他PF
との連携など順調拡大

NTTデータが事務局と
なり、日本郵船、商船三井、
川崎汽船の邦船3社、丸紅、
双日、豊田通商、みずほフ
ィナンシャルグループ、三
井住友銀行、三菱東京UFJ
銀行、損害保険ジャパン日
本興亜、東京海上日動火災、
三井住友海上火災、日本通
運など貿易に携わる企業全
14社で構成するコンソーシ
アムが2018年8月に設立、
電子貿易情報連携基盤の実
現の可能性の検討を開始
し、実証実験を経て構築し
たのが、貿易業務の作業量

を半減させる貿易情報連携
プラットフォーム「Trade
Waltz」だ。2020年4月には
その運営会社としてトレー
ドワルツを設立し、本格運
用を開始した。

TradeWaltzは、貿易に
関わる全ての業務を一元的
に電子データで管理し、貿
易業務の作業量を最大50％
程度、削減することを目指
したプラットフォームで、
2020年11月には輸出入・港
湾関連情報処理センター
（NACCSセンター）と貿
易・物流のデジタル化によ
る効率化と利便性向上を図
るため連携・協力で合意し
覚書（MoU）を締結し、
利便性向上と利用拡大を目
指している。

さらに21年8～12月には東
京海上日動火災保険、NTT
データ、スタンデージなど
と、新たな貿易決済の仕組
みの実現に向けて、世界で
初めてブロックチェーン技
術を活用し、貿易プラット
フォームで電子化した
「B/L」と「デジタル通貨
（または暗号資産）」の同時

移転が可能であることを実
証実験で確認、2023年度中
の事業化を目指している。

2021年10月にはTrade
Waltzに輸出機能をリリー
スし、トライアル版として
荷主、物流会社など20社が
参加し、取引管理や物流会
社への輸出通関依頼、通
知・メール・電子承認など
の機能を備え、2022年4月
には製品版をリリースし、
契約から決済、通関業務ま
で、幅広い機能が利用可能
になった。

2022年6月には国土交通
省港湾局と、港湾局が運営
する物流手続きを電子化す
る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
「Cyber Port」とシステム
間連携し、日本標準の貿易
プラットフォームの構築を
目指すと発表している。

また業界横断型PFとし
て他PFとの連携の円滑化
も深化させており、11月に
は日本・タイ・シンガポー
ル・豪州・ニュージーラン
ドの5カ国貿易PF間のシス
テム接続に成功、タイとの
連携ではユーザーを交え、
実取引データを用いた構造
化データ連携実証に成功し
たと発表した。ブロックチ
ェーン技術をベースに、業
界横断型のB2Bプラットフ
ォームを5カ国で一気に連
携したのは世界で初めてと
なる。



港湾関連データ連携基盤
構築へ

内閣官房情報通信技術
（IT）総合戦略室と国土交
通省港湾局は18年度から連
携して、港湾の電子化によ
り港湾情報処理の効率化や
情報の利活用を促進する環
境を整備し、港湾物流の生
産性向上を図るため、共同
で港湾の電子化（サイバー
ポート）推進委員会などを
設置し、「港湾関連データ
連携基盤」構築に向けて、
関係者の共通理解を図りつ
つ、電子化に向けた連携基
盤の基本的な構造や展開戦
略の検討、既存の情報シス
テムとの連携確保策といっ
た技術的検討を進めてき
た。日本の港湾では、さま
ざまな民間事業者の連携に
より国際物流が成立してい
るが、紙による手続きが主
流で、一部の業務が非効率
となっている。このため、
各事業者が共通して利用可
能な「港湾関連データ連携

基盤（港湾物流）」を構築
することにより、再入力の
削減やトレーサビリティの
向上などの国際海上コンテ
ナ物流の生産性向上を図る
もの。

第一次運用開始
21年4月には同基盤の名

称を「Cyber Port（サイバ
ーポート）」とし第一次運
用を開始している。Cyber
Portは紙、電話、メールな
どの民間事業者間の港湾物
流手続きを電子化するもの
で、手続きのトレーサビリ
ティが確保できるととも
に、各社の事情に応じた利
用法を提供する。また、さ
まざまなシステムやプラッ
トフォームとの連携が可能
で、データの提供・活用も
可能だ。また第一次運用開
始にあたり、Cyber Portの
動作性や利用効果を検証す
るとともに、港湾物流に関
わる手続き効率化や商慣習
改善といった先導的な取り
組みを後押しする「Cyber

Port利用促進・運用効率化
実証事業」も21年度に展開
してきた。実証事業では、
複数事業種別から計25社1
組合（16の事業体）が参加
し た 。 実 証 事 業 で は 、
Cyber Portの利用により港
湾物流手続が電子化され、
書類の作成・送信、データ
の取得・再入力、問い合わ
せなどに要する時間が20～
60％ほど削減できたことを
確認できた。個別帳票のや
りとり（送受信）ごとに分
析すると、従来はメールな
どを参照して自社システム
に手入力していた前行程の
情報をAPIで取り込めるこ
とで時間削減効果が確認で
きた。

NACCSとのシステム間
直接連携

23年3月13日に運用開始
するサイバーポートと
NACCS間の直接データ連
携では、例えば物流手続き
と通関手続きのワンストッ
プ化が可能となり、通関手

続きにおける入力項目が最
大8割削減できるなど、双
方のシステムの利用者の利
便性向上を図る。帳票項目
を標準化することで民間事
業者間の物流手続きと
NACCSへの通関手続きに
係るデータの相互運用性を
高 め る 観 点 か ら 、
CyberPortにおける一部帳
票項目について、NACCS
の仕様に準拠した入力規則
を追加する。このリリース
はNACCS連携機能と同時
期（23年3月）を予定して
いる。現在CyberPortへ帳
票データを連携している利
用者は、事前に変更内容を
確認し、場合によっては自
社システムからの連携処理
を改修する必要がある。ま
た23年2月頃に、実際の
CyberPortを利用した同機
能による通関手続きなどの
業務フローを紹介するセミ
ナーの開催を予定してい
る。

TradeWaltzともシステ
ム連携へ

国土交通省港湾局とトレ
ードワルツは22年6月、港
湾局が運営する物流手続き
を電子化するプラットフォ
ーム「Cyber Port」と、ト
レードワルツが運営する商
流・金流のプラットフォー
ム「TradeWaltz」がシス
テム間連携し、日本標準の
貿易プラットフォームの構
築を目指すと発表した。

Cyber Portは、荷主・船
社・船舶代理店・海貨業
者・NVOCC/国際フォワ
ーダー・倉庫業者・通関業
者・ターミナルオペレー
タ・陸運業者などの民間事

業者間のやりとりを電子化
する取り組みを進めている
が、一方のTradeWaltzは、
経済産業省の支援を受けな
がら産官学の体制で20年に
構築した民間貿易プラット
フォームで、主に荷主・金
融機関・保険会社・物流会
社・船会社、商工会議所な
どとのやりとりを電子化す
る取り組みを進めている。
これらの国内の貿易電子化
の動きを連動させるべく、
こ れ ま で NACCS-
TradeWaltz間、NACCS-
Cyber Port間でも連携する
方 針 だ が 、 今 回 は
TradeWaltz-Cyber Port間
を連携させていく協働とな
る。今後、日本の貿易実務
者へプラットフォームの利
用を促し、貿易データを電
子化・ネットワーク化して
いくためには、国際連携も
見据えた、国内の貿易デー
タ標準仕様を作成すること
などが有効で、貿易プラッ
トフォームの普及に向け
て、これらプラットフォー
ムは、今後も貿易分野デジ
タル化に向けた官民の取り
組みに積極的に関わってい
く方針だ。

UN/EDIFACT形式のデ
ータ連携開始

また22年9月には、国際
物流に関する情報伝達メッ
セージとして広く利用され
ているUN/EDIFACT形式
によるデータ連携機能を実
装した。APIによるデータ
連携に加え、国連が定め国
際物流業界で広く利用され
ているUN/EDIFACT形式
のデータ連携（受信）への
対応を開始したもので、こ
れにより貨物情報（現時点
で輸出のコンテナブッキン
グ、輸入の貨物到着通知）
がCyber Port上の帳票に自
動連携され、輸出入書類の
入力作業削減など港湾物流

手続きの効率化が期待でき
る。既にEDIFACTに対応
している民間事業者は既存
の仕組みを活用しCyber
Portへのデータ連携（送信）
が可能となり、データ連携
された外航船社の海上輸送
サービスを利用する取引に
紐づけられたCyber Port利
用者はEDIFACTメッセー
ジから作成された情報を後
続の手続きで利用可能とな
る。現在、Ocean Network
Express（ ONE） か ら
EDIFACTメッセージの
Cyber Portへの連携を開始
している。

今後のロードマップ
Cyber Portは、港湾物流

全体の生産性向上や港湾の
国際競争力強化を目指し、
22年度はNACCSなど、他
システムとの連携を強化す
るほか、利用促進と機能改
善を引き続き進めている。
さらに23年度以降も、利用
促進・機能改善に加え、他
システムとの連携やCyber
Port三分野間の連携などを
進める。利用促進について
は、荷主など、数の多いス
テークホルダーに対して、
さらなるCyber Portの認知
度向上、理解促進が必要で、
物流関係メディアへの掲載
やポータルサイトを活用し
た広報活動を計画してい
る。

過年度には事業種別ごと
の利用メリットなどをまと
めた動画や説明資料を作成
しており、引き続き事例紹
介などのコンテンツを充
実、有効活用していく。機
能改善については、22年度
も引き続き、利用者からの
意見を踏まえ、タスク管理
機能の追加、帳票編集ロッ
ク機能の追加、海上運賃支
払い処理の効率化、データ
連携方式の拡充などの機能
改善に取り組んでいる。
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CyberPort/NACCS システム間直接連携機能
23年3月に運用開始、通関手続き入力項目が最大8割減

国土交通省港湾局が運営し、民間事業者間の物流手続きを電子化する「サイバーポ
ート（港湾物流）」（Cyber Port）と、行政手続きなどをオンラインで処理する「輸出
入・港湾関連情報処理システム」（NACCS）は、23年3月13日にシステム間直接連携
を開始する。またトレードワルツが運営する商流・金流のプラットフォーム
「TradeWaltz」ともシステム間連携し、日本標準の貿易プラットフォームの構築を目
指す方針で、システム間連携を積極展開している。サイバーポート導入企業数は22年
12月1日現在、合計354社まで拡大している。



大阪港で第1回CONPAS
試験運用

大阪市、阪神国際港湾、
近畿地方整備局は、夢洲の
コンテナターミナルのゲー
ト前混雑解消やコンテナト
レーラーのターミナル滞在
時間の短縮を図ることで、
コンテナ物流の効率化と生
産性向上を実現することを
目的として、国土交通省が
開発した新・港湾情報シス
テム（CONPAS : Container
Fast Pass）の大阪港での
導入に向けて、22年1月、
大阪港C10～12の夢洲コン
テナターミナル（DCT）
でCONPASを初めて試験
運用した。同試験はC10の
INゲート付近で、営業コ
ンテナ（輸入コンテナの搬
出・実入り）を対象にシス
テムフローの一連の動作を
確認したもので、参加した
のは海運貨物取扱業事業者
4社と海上コンテナ輸送事
業者4社。具体的には、搬
出予約の事前登録、搬出可
否情報の事前確認、PSカ
ードを活用した入場受け付
け、出入管理情報システム
との連携、CONPAS専用
携帯端末による行先表示、
CONPAS専用携帯端末の
GPS機能を活用したトレー
ラーの位置情報の表示とゲ
ート前渋滞情報の表示を確
認した。

横浜港本牧BCと本牧D1
で試験

国土交通省関東地方整備
局港湾空港部は22年6～7月
に、横浜港本牧ふ頭BCコ
ン テ ナ タ ー ミ ナ ル で
CONPASを試験運用し、
コンテナヤード内の荷役を
効率化させることを目的に
予約情報を活用した事前荷
繰りを試験した。本牧BC
ではすでに2回試験運用し
ているが、22年度はBCで2
回、新たに本牧D1で2回、
それぞれ試験運用する計画
だ。BCコンテナターミナ
ルで実入り搬出（ドライ・
リーファー）のみを対象に、
神奈川県トラック協会海上
コンテナ部会加盟のCyber
PortとCONPAS利用登録店
社が参加した。CONPAS

に登録した予約情報を活用
して、トレーラーがコンテ
ナを引き取りにくる前に、
搬出対象のコンテナを本船
荷役の影響などを受けない
場所に移動、本船荷役の影
響や不要な荷繰りを回避す
ることで、コンテナの円滑
な引き取りを可能とし、コ
ンテナヤード内のトレーラ
ー滞留時間の短縮を図っ
た。

また、横浜港本牧ふ頭
D1コンテナターミナルで
は22年7月に、トレーラー
の特定時間帯への集中を分
散・平準化させることを目
的にCONPAS（Container
Fast Pass）を試験運用し
た。本牧D1での試験運用
は、これが初めて。横浜港
本牧ふ頭D1コンテナター
ミナル、神奈川県トラック
協会海上コンテナ部会、横
浜港海上コンテナ協会の協
力を得て、神奈川県トラッ
ク協会海上コンテナ部会加
盟でCvber PortとCONPAS
の利用登録をしている店社
が対象。

東京港で初めて
CONPASを活用

東京都港湾局、東京港埠
頭、国土交通省関東地方整
備局は、CONPASを活用
し東京港大井ふ頭コンテナ
ターミナルで8月から9月に
かけて、コンテナ搬出入予
約制事業に取り組んだ。東
京港でのCONPASを活用
した事業はこれが初めて。
東京都港湾局は、東京港の
ふ頭周辺における交通混雑
を緩和するため、21年度か
ら「車両待機場を活用した
東京港におけるコンテナ搬
出入予約制事業（東京港埠
頭と東京港運協会を含む3
者による共同事業）を展開
している。都港湾局、東京
港埠頭、関東地方整備局が
関 係 者 の 協 力 の も と 、
CONPASを利用したコン
テナ搬出入予約制事業に取
り組んだ。同事業は、東京
港大井1・2号ターミナル

（借受者：川崎汽船、ター
ミナルオペレーター：ダイ
トーコーポレーション）で
実入り・空コンテナの搬出
と空コンテナの搬入を対象

に、大井3・4号ターミナル
（借受者：商船三井、ター
ミナルオペレーター：宇
徳）で実入り・空の搬出を
対象にそれぞれ展開した。
東京都トラック協会海上コ
ンテナ専門部会の役員会・
業務委員会店社のうち18社
が同事業に参加した。

大阪港夢洲CTで第2回
国土交通省近畿地方整備

局は、大阪港・夢洲コンテ
ナターミナル（DICT）で
22年8～9月に第2回の試験
運用した。輸入コンテナ

（搬出・実入り）を対象に、
第1回試験運用から参加店
社の規模を拡大し、阪神港
において初めての試みであ
る60分枠を基本とした来場

時間の予約制のもと、待機
場を活用した試験を運用し
た。試験運用の結果、当該
運用が支障なく機能するこ
とが確認でき、CONPAS
に期待する効果の一つであ
るゲート処理時間の削減効
果について検証したとこ
ろ、CONPASを利用しな
いトレーラー（通常車両）
と比較し、CONPASを利
用 し た ト レ ー ラ ー

（CONPAS車両）は、トレ
ーラー1台あたりのゲート
受付時の処理時間が60秒削
減（通常車両：平均69秒／
台、CONPAS車両：平均9
秒／台）できた。

東京港大井1～4号で
11月に第2回

東京都港湾局、東京港埠
頭、国土交通省関東地方整
備局は、22年11月の平日10
日 間 、 第 2期 CONPAS
（Container Fast Pass）を
活用したコンテナ搬出入予
約制事業に取り組んだ。第
2期では、東京港大井1・2
号ターミナル（借受者：川
崎汽船、ターミナルオペレ

ーター：ダイトーコーポレ
ーション）で実入り・空コ
ンテナの搬出と空コンテナ
の搬入を対象に、大井3・4
号ターミナル（借受者：商
船三井、ターミナルオペレ
ーター：宇徳）で実入り・
空の搬出と実入りの搬入を
対象に取り組んだ。

神戸港で事前照合機能の
動作確認

国土交通省近畿地方整備
局、阪神国際港湾、神戸市
港湾局は、22年11月に阪神
港では初となる輸出コンテ
ナ（搬入・実入り）を対象
としたCONPAS試験を神
戸港PC-18で運用した。
CONPAS試験について、
これまで阪神港では、輸入
コンテナ（搬出・実入り）
を対象に神戸港PC-18・大
阪港DICTで各2回運用して
きたが、今回、阪神港では
初となる輸出コンテナ（搬
入・実入り）を対象に運用
したもので、主にコンテナ
搬入情報の事前照合機能の
動作を確認した。コンテナ
搬入情報の事前照合機能と
は、ドライバーが持つコン
テナ搬入票の情報と、ター
ミナルが持つTOS（ター
ミナルオペレーションシス
テム）の情報を、コンテナ
のターミナルゲート到着前

に照合する機能で、これに
より搬入票の記載不備など
を削減し、ゲート受付時の
処理時間の短縮によるゲー
ト前混雑の削減を目指して
いる。今回の試験は神戸港
PC-18の上組コンテナター
ミナルで、輸出コンテナ

（搬入・実入り）を対象に
コンテナ搬入予約機能の動
作とコンテナ搬入情報の事
前照合機能の動作を確認し
た。参加店社は海運貨物取
扱業者1社、海上コンテナ
輸送事業者5社。

横浜港南本牧で時間拡大
横浜港南本牧コンテナタ

ーミナルで、22年12月から
CONPASの運用時間を拡
大、開始時間を繰り上げゲ
ートオープン全時間帯に対
応できるようになった。同
CTで は 21年 4月 か ら
CONPASの本格運用を開
始したが、「搬出入予約機
能」と「PSカード活用機
能」、「Cyber Port」の第一
次運用にあわせ「搬入情報
の事前照合機能」の常時運
用を開始している。12月か
らは予約時間枠は8時30分
から15時30分まで、来場可
能時間は7時30分から16時
30分まで（予約時間の前後
60分まで来場可能）となっ
た。
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一般社団法人 日本物流団体連合会

会長　池田  潤一郎

新年あけましておめでとうございます｡
2023年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上げます。
昨年は、ロシアによるウクライナ侵攻に端を発し、

食料やエネルギーをはじめとする物価が高騰し、世
界各国でインフレが深刻な問題となりました。イン
フレ抑制に向けた欧米の中央銀行による金融政策は
急激な円安を加速させ、世界的な景気後退懸念が高
まりつつあります。

国内に目を転じますと、新型コロナウイルス感染
症のまん延はいまだ終息の見通しが立たない状況に
はあるものの、水際対策の見直しが行われ、移動の
制限も少なくなるなどウイズコロナのもとで「新し
い日常」と共に経済活動が確立されはじめている感
がいたします。

物流を取り巻く環境は、このような国際情勢や感染
症の影響でグローバルサプライチェーンの混乱が続く
中、物流を止めないことに注力した一年でもありまし
た。我々物流事業者にとって最も大切なことは、安全
な輸送を通じ、人々の生活を支える様々な生活必需品
や物資、エネルギーなどの輸送を絶やさず、安定した
輸送を提供し続けることでグローバル経済や社会の持
続的成長を支えることにあると思います。

このような中、物流連では様々な活動を実施して
まいりました。

まず、「物流を等身大で社会一般から見ていただく
活動」として、会員企業のご協力のもと学生を対象
とした物流業界セミナーやインターンシップをウエ
ブ併用で開催し、人材育成と広報活動の強化を継続
しました。大学での寄付講座や学内セミナーにおい
ても、より多くの学生に「リアルな物流業の実態と

物流業の重要性」を認識してもらう機会を増やしま
した。

また、「国際的な課題への取組み強化」では、バン
グラデシュに焦点を当て、ウエブを活用した現地実
態調査を行いました。バングラデシュは一人当たり
のGDPがインドを抜くなど、今後の成長が期待され
ており、引き続き情報収集に努めてまいります。

「物流環境対策への取組み」では、コロナ禍にも
拘わらずモーダルシフト取組み優良事業者賞に多数
の応募をいただき、脱炭素社会に向けた物流事業者
の取組みを社会に公表しました。また、物流分野に
おける低炭素・脱炭素推進に向けた情報交換会を開
催し、国や産業界のカーボンニュートラルに向けた
動向を把握するとともに、陸運、海運、倉庫等、業
態を超えてベストプラクティスを共有しました。

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大によりサ
プライチェーンのあり方や、物流の姿そのものが変
わりつつあります。物流の担い手が減少するなかで、
運転や荷役の自動化への取組みや、輸送の効率化に
向けた「共通基盤の構築」、感染を防止するための非
接触による受渡しなど、様々な取組みを並行して進
めていく必要があります。そしてこれらを可能とす
る前提は、「物流標準化」と「デジタル化」の推進で
す。これらについて物流業界を超え、官民連携、他
産業との連携を一層強化しながら推進していく所存
です。

新しい年を迎えるにあたり、本年が物流業界にと
り飛躍の年となること、そして物流の現場での安全
を祈念し、皆様のご支援とご協力をお願い申し上げ、
新年の挨拶とさせていただきます。

国土交通省は、コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーの
ターミナル滞在時間の短縮を図ることでコンテナ物流の効率化と生産性向上を実現す
ることを目的として、新・港湾情報システムCONPAS（Container Fast Pass）を
開発した。同省関東地方整備局は2018年から横浜港で試験運用を開始、21年4月か
ら同港南本牧コンテナターミナルで本格運用を開始している。また21年からは近畿地
方整備局が中心となり神戸港でも試験運用を開始、22年には大阪港で試験運用を開始
している。一方、横浜港では南本牧CT以外でも、本牧BC2、本牧D1で試験運用を展
開、加えて東京港大井ふ頭コンテナターミナルでは、CONPASを活用したコンテナ搬
出入予約制への取り組みを開始している。22年度に取り組んだCONPASに関わる事
業を整理してみた。

大阪港でも試験運用開始、横浜港、神戸港でも継続



サプライチェーンのCO2
排出量算定・可視化提供

富士通とRidgelinezは、
持 続 可 能 な 開 発 目 標

（SDGs）で定めている環境
課題の解決に向けて連携を
強化、その第一弾として、
サプライチェーンのCO2排
出量算定・可視化サービス
を21年12月から開始、さら
にSDGs達成に向けた経営
戦略立案から対策実行まで
のコンサルティングサービ
スを22年1月から開始した。
CO2排出量算定・可視化サ
ービスは、富士通グループ
でのカーボンニュートラル
実現に向けた取り組みで得
たノウハウを反映させたも
ので、企業が直接排出する
CO2に加え、サプライチェ
ーンでの間接的なCO2排出
量も含めて算出・可視化、
削減に向け支援するもの
で、富士通から提供する。

一方、コンサルティングサ
ービスは、ESGの課題解決
をスコープとしたサステナ
ブル経営戦略立案支援や、
CO2排出量ゼロを目指すカ
ーボンニュートラル実現化
支援などで構成しており、
Ridgelinezから提供する。

CO2排出量予定の可視化
SC数量・金額計画に追加

コンサルティングファー
ムのクニエ（東京都千代田
区）は、Anaplanのグロー
バルプラットフォーム上で
提 供 し て き た 「 Global
Supply Chain Planning +
S&OP」アプリケーション
にCO2排出予定の可視化機
能 を 追 加 し 、

「Sustainability Analytics &
Supply-chain Advanced
Planning」ソリューション
として、22年3月から提供
を開始している。同ソリュ
ーションはクニエの豊富な

コンサルティング実績に基
づき、製造業を中心に小
売・流通業などあらゆるグ
ローバル企業のサプライチ
ェーン計画業務で必要とな
る業務要件をあらかじめ機
能として構築したアプリケ
ーションと、コンサルティ
ングサービスを組み合わせ
提供するもの。今回、これ
までのグローバルサプライ
チェーン数量計画、金額・
予算着地見込みなどの金額
計画に加え、CO2排出量原
単位情報を取り込みサプラ
イチェーン情報と掛け合わ
せ算出する「将来の排出量
見える化・計画機能」を拡
充した。同ソリューション
を利用することで、グロー
バルの複数部門/拠点にお
いて一元的に数量・金額計
画を実行、最新のサプライ
チェーン計画に基づいた
CO2排出量予定管理が可能
となる。

配送案件管理サービスに
CO2排出量可視化を追加

Hacobuは22年4月、配送
案 件 管 理 サ ー ビ ス の
MOVO Vistaに、CO2排出
量可視化機能を追加、配送
案件ごとのCO2排出量が把
握でき、削減の取り組みに
つなげることが可能となっ
た。MOVO Vistaは、荷主、
元請、運送会社の間での、
電話・Fax・メールといっ
たアナログなコミュニケー
ションをデジタル化し、業
務の生産性向上、属人化解
消に寄与する。また、企業
間でやりとりする配送案件
をデジタル化し、商流情報
と物流情報を配送案件に紐
づけて管理するため、輸配
送業務全体を最適化するた
めのハブとなる。追加機能
で、MOVO Vistaで配送案
件ごとのCO2排出量を可視
化、削減に向けた取り組み
を具体的に検討することが
できるようになった。

SCMシミュレーションに
CO2排出量試算機能追加

日立ソリューションズ
は、仮想空間上にサプライ
チェーンのデジタルツイン
を再現し、利益やコストな
どをシミュレーションして
試算できる「グローバル
SCMシミュレーションサ
ービス」で、温室効果ガス
（CO2）排出量のシミュレ
ーションにも対応する最新
版を22年4月から販売開始
した。同サービスは、サプ
ライチェーンにおける需給
量の変動や生産・販売施策
を組み合わせた複数のシナ
リオで利益やコストを比較
し、最適な生産、販売計画
を迅速に立案するこ
とができるもので、
最新版では、原料調
達から出荷までの、
企業活動に伴い発生
する製品・部品単位
のCO2排出量も合わ
せてシミュレーショ
ンできる。また、
CO2排出量上限を設
定することで、数理
解析を用いた計算モ

デルで、制約に従うすべて
の組み合せから最適解を求
めることができる。これに
より企業は、数値データに
基づいてCO2排出量におけ
るボトルネックが可視化、
クリーンエネルギーへの切
り替えや設備計画・仕入先
の変更など、効果的な削減
計画を迅速に意思決定でき
る。そして、売り上げや利
益、CO2排出量などのバラ
ンスを勘案した最適な仕入
先の選定や調達経路、設備、
製造、販売、輸送の見直し
が可能となった。

2社と連携しCO2可視化、
サービス事業化を検討

三菱HCキャピタルは、
企業のサプライチェーンに
おける二酸化炭素（CO2）
排出量の算定を支援するウ
ェイストボックスとCO2排
出量算定クラウドサービス
を展開するゼロボードとそ
れぞれ基本合意書を締結、
GX（グリーントランスフ
ォーメーション）に貢献す
るCO2可視化マネジメント
サービスの事業化に向け検
討を22年4月から開始した。
同社は、カーボンニュート
ラルに向けた課題などを有
する企業を対象に、CO2排
出量の分析支援や可視化な
どを実現するCO2可視化マ
ネジメントサービスの提供
を図るため、それらの領域
で知見を有する両社との事
業化に向けた検討を開始し
た。具体的には、ウェイス
トボックスとはCO2削減な
ど気候変動対策関連のコン
サルティング、ゼロボード
とはCO2排出量算定・可視
化のクラウドサービスにお
いて連携し、その事業化を
目指す。グループが有する
再生可能エネルギーの普及
に向けたリースやファイナ
ンス、さらには、再生可能
エネルギー発電事業などの
CO2削減に係るソリューシ
ョンをもって、GXに貢献

するワンストップでのCO2

削減ソリューションの提供
に取り組むことで、企業の
カーボンニュートラルの実
現をサポートする。

物流バス予約システムで
CO2削減と省人化可視化

センコーは22年5月、「物
流バス」でCO2排出削減
量・省人化時間を可視化し
た九州⇒関東便における予
約システムのサービス提供
を開始した。同社は21年4
月から路線バスのように気
軽に利用できる新たな長距
離輸送サービス「物流バス」
を運行しているが、川崎近
海汽船の大分～清水航路を
利用した「10トン陸送車代
行輸送」を新たなメニュー
に加わえた。新メニューで
は簡単にWEBで予約でき
るシステムを導入するとと
もに、物流バスのメニュー
である「20トントレーラ貸
し切り」「積み合わせスペ
ース販売」と新サービス
「10トン陸送車代行輸送」
の利用によるCO2削減量と
省人化時間を予約画面で確
認できるようにした。例え
ば、九州～関東間の片道陸
送と海上輸送では約61％の
CO2削減（大分港～清水港
間相当距離の陸送比）と約
20時間の省人化効果が見込
める。10トン陸送車代行輸
送とは、九州から関東方面
へのトラック輸送で主力の
10トン車の代行輸送手段と
して、大分港から清水港間
で20トンシャシーに貨物を
積み替えて海上輸送するも
ので、トラックの長距離走
行の削減策として2024年問
題に対応し、物流業界全体
の脱炭素化、省人化の実現
を目指す。今後は、九州⇒
関西、関東・関西⇒九州、
関東⇔関西間などで予約シ
ステムのサービスメニュー
を拡大し、輸送エリアの拡
大と同システムの普及を通
じ、次世代の長距離幹線輸

クニエ

富士通/Ridgelinez Hacobu

日立ソリューションズ

三菱HCキャピタル

センコー
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東興海運株式会社
TOKO KAIUN KAISHA, LTD.

〒650-0037　兵庫県神戸市中央区明石町32 明海ビル　TEL 078-331-1511
MEIKAI BLDG., 32, AKASHIMACHI, CHUO-KU, KOBE 650-0037 JAPAN
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HEAD OFFICE

□東京事務所
TOKYO OFFICE

□本社

政府は2050年カーボンニュートラルの実現、2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減すること
を目指し、さらに、50％削減に向け具体的な取り組みを進めている。日本は年間で12億トンを超える温室効果ガ
スを排出しており、2050年までにこれを実質ゼロにする必要がある。カーボンニュートラルへの挑戦が、産業構
造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想で、日本全体で取り組んでいくことが重要とし
ている。物流業界でも脱炭素化への取り組みが急増しているが、その中でもカーボーンニュートラル実現への基礎
となるCO2排出量の見える化が、削減の取り組みを進めるためにも重要なファクターとなっている、経済産業省が
進めるDX（デジタルトランスフォーメーション）面でも有効であり、これら物流における取り組みについて、
CO2排出量可視化を中心に最近の事例を紹介する。

各社が進めるカーボンニュートラルに向けた取り組み



送の構築と浸透を進めてい
る。

国内外輸送のCO2排出量
簡易算定ツールを公開

三井倉庫ホールディング
スは、三井倉庫グループが
国内外の輸送に関するCO2

排出量簡易算定ツール
（ https://www.mitsui-
soko.com/sustainalink/emis
sions_calculator/）を22年6
月から公開した。同ツール
は、21年から開始した物流
を通じて顧客のサプライチ
ェーンサステナビリティの
実現を支援するサービス
「SustainaLink」の一環で、
CO2排出量を簡単に算定で
きるツールとして、同社グ
ループホームページ上で無
料で提供する。輸送に関す
る重量・輸送手段・出発/
到着地の3つの情報を入力
するだけで、CO2排出量を
即座に把握でき、輸送手段
ごとの計算結果の比較も可
能だ。国内だけでなく国際
輸送を利用する場合にも対
応している。さらに、多量
の輸送データを用いたCO2

排出量の算定や、CO2排出
量を削減するソリューショ
ン提供については、個別に
サービスを提供していく方
針だ。

フェリー輸送のCO2排出
シミュレーション

SHKライングループの
関光汽船（山口県下関市）
は22年6月、同じ荷物をト
ラックで運んだ場合とフェ
リーで運んだ場合のCO2排
出量の比較ができるシミュ
レーションを制作し、イン
ターネット上で公開した。
物流会社や荷主に使っても
らい、より環境負荷の低い
フェリー輸送の利用促進を
図る。CO2比較をする場合、
同社のウェブサイトからシ
ミュレーションのページに
入り、（1）輸送する貨物の
重量（2）集荷地から配達
地までの輸送距離（3）フ
ェリーを使った場合の集荷
地から乗船港までの輸送距
離（4）乗船港から下船港
までのフェリー航路（選択）

（5）下船港から配達地まで
の輸送距離、の5つの数値

に入力または選択肢を選
ぶ。そのほかいくつかの質
問に回答を入力すると、陸
上輸送（トラック）と海上
輸送（フェリー）とを比較
したCO2排出量や、海上輸
送への輸送モード転換によ
るCO2排出量削減効果が自
動的に算出できる。関光汽
船は、トレーラーとグルー
プ企業の大型フェリーを組
み合わせた海陸一貫輸送を
行っており、海上輸送を利
用するモーダルシフトを積
極的に推進。輸送段階の
CO2排出量を可視化するこ
とで、物流SDGs（持続的
開発目標）への取り組みや、
最適な物流・輸送手段の検
討に役立てて欲しいとして
いる。

航空・海上輸送CO2排出
の自動算出システムを公開

近鉄エクスプレスは、22
年6月から航空・海上輸送
で排出するCO2算出システ
ム「KWE CO2 Calculator」
を、同社グローバルサイト
上に公開した。地球温暖化
の原因となるCO2の排出量
削減のため、ステークホル
ダーから同社のフォワーデ
ィング事業で発生するCO2

排出量の可視化を求める声
が高まってきており、これ
に応えるため、航空・海上
輸送する貨物の発着地、重
量を入力するだけで、CO2

排出量を自動的に算出でき
るシステム「KWE CO2

Calculator」をリリースし
た。同システムは、同社の
基幹業務システム（UFS+）
とも連携し、同社サービス
を利用した場合は、運送状
番号（AWB、B/L No.）を
入力すると、貨物輸送によ
って排出したCO2を自動的
に計算することができる。
同社グループは、CO2排出
量削減をサステナビリティ
活動の重要課題のひとつと
して掲げ、現在KWEグル
ープ全体の直接・間接的に
排 出 す る CO2排 出 量

（Scope 1：事業者自らによ
る温室効果ガスの直接排
出、Scope 2：他社から供
給の電気、熱・蒸気の使用
に伴う間接排出）のデータ
を収集しており、グループ
全体の現状を把握をしたう

えで、削減目標の設定と具
体的施策を策定するなど、
取り組みを進めている。同
社以外のサプライチェーン
に お け る CO2排 出 量

（Scope 3：事業者の活動に
関連する他社の排出）削減
については、同社のコア事
業であるフォワーディング

（航空会社・船会社の利用
運送業）の分野で、航空各
社が推進するSustainable
Aviation Fuel（SAF）プロ
グラムへの積極的な参加な
どを推進している。

CO2排出量可視化のエコ
トランス・ナビ機能拡充

NIPPON EXPRESSホー
ルディングスのグループ会
社、日本通運は国内輸送に
ともなうCO2排出量を可視
化するサービス「エコトラ
ンス・ナビ」の機能を拡充
し、他社サービスも対象に
するとともに、算出処理を
高速化した「エコトラン
ス・ナビ Ver.2」を22年9
月にリリースした。

「エコトランス・ナビ」
は、顧客の過去一定期間の
輸送データを基に、現行の
輸送モードと、より環境に
優しい鉄道や海上輸送など
の輸送モードのCO2排出量
を一括計算し、その差を可
視化・レポート化するサー
ビスとして21年11月から開
始した。22年6月には、環
境負荷低減への貢献が評
価、第23回物流環境大賞で

「物流環境大賞」を受賞し
ている。9月にリリースし
たVer.2は、CO2排出量の
算出対象として同社輸送サ
ービスを利用している顧客
に加え、同社以外の輸送サ
ービス利用も対象とした。
またCO2排出量算出の処理
能力を高速化することで、
従来2～3週間程度かかって
いた算出時間を最短1日で
処理が可能となり、レポー
トを作成する時間を大幅に
短縮、利便性が向上した。
今後「特定荷主定期報告書」

（資源エネルギー省）、「物
流効率化法申請用紙」（国
土交通省）など、顧客から
要望の多い公的機関へ提出
するレポート機能の拡充に
ついても取り組んでいく方
針だ。

港運向けコンテナ陸送最
適化システムを構築

日鉄ソリューションは22

年9月、トヨタ自動車が提
供する港運事業者向けのコ
ンテナ輸送の最適化を支援
するクラウドサービスシス
テム構築と名古屋港での実
証実験を支援した。名古屋
港内ではコンテナの陸上輸
送を担うトラック配送業務
のドライバーの高齢化が進
んでおり、労働力不足や業
務ノウハウの継承が大きな
課題となっているが、今回
の検証ではコンテナ輸送に
関わる物流会社を横断した
プラットフォームをつく
り、それらをデジタルでつ
なぐことで「輸送会社の配

車業務の負担
軽減」「ドライ
バーの負担軽
減」「倉庫の荷
役管理業務効
率化」を目指
し、港湾にお
けるコンテナ
物流業務全体

を変革するDXの推進を目
指した。名古屋港の港運企
業と検証した配車最適化サ
ービスのシステムは、GPS
やOCR（光学文字認識技
術）を使って得た輸送業務
に必要となる情報（トレー
ラーヘッド、シャシー・コ
ンテナ、倉庫側発着バース）
をデータ化し利用状況と予
測到着時間を算出するとと
もに、リアルタイムで最適
な配車指示を支援する。同
システムを活用すること
で、コンテナ陸上輸送の効
率化と合わせて、配車担当
者・ドライバーの負担軽
減、けん引車両や駐車ヤー
ドの有効活用への効果が確
認できた。トヨタ自動車で
は、同検証で使われたコン
テナ輸送の最適化システム
をサービス化し、コンテナ
輸送に関わる物流企業を、
名古屋港に限らず広く求め
る計画だ。

CO2排出量算出システム
を海陸でも利用可能に

郵船ロジスティクスは温
室効果ガス（CO2）排出量
算出システム「e-calculator」
の機能を拡充し、22年9月
から海上貨物・トラック・
鉄道輸送も対象に加え、サ
ービス提供を開始した。e-
calculatorは、顧客の貨物
の発着地と重量を入力する

と、輸送の際に排出する温
室効果ガス（CO2）量を算
出するシステムで、これま
で対象としていた航空貨物
輸送に加え、新たに日本国
内外における海上貨物・ト
ラック・鉄道輸送時のCO2

排出量も算出可能となっ
た。また、新たに利用者登
録機能を追加し、登録する
と、システム内に顧客専用
のページが設定でき、算出
結果を100件まで保存する
ことができるほか、ダウン
ロードや印刷が可能となっ
た。

現地企業と協業しDXで越
物流の排出削減

長瀬産業は22年10月、ベ
トナムで荷主・配送業者間
のマッチングアプリ運営な
ど企業間物流のプラットフ
ォーム事業を展開するスタ
ー ト ア ッ プ 、 Logivan
Vietnam Technology
Company, Ltd.（越）と業
務提携することで合意し
た。DX活用によるベトナ
ム国内での物流効率化、温
室効果ガス（GHG）排出
削減を目的に協業するもの
で、GHG削減ではゼロボ
ード（本社・東京港区）開
発のGHG排出量算定・可
視化クラウドサービス
「zeroboard」と連携する。
このベトナムでの物流効率
化・GHG排出削減事業は
日 本 貿 易 振 興 機 構
（JETRO）の「日ASEAN
におけるアジアDX促進事
業」に採択されている。長
瀬産業は化学品、樹脂製品、
食品素材などを中心にベト
ナムでビジネスを拡大、
LOGIVANと協業すること
で物流データをデジタル化
し配送ルート、積載量など
の最適化を通じコストと
GHG排出量の削減に取り
組む方針で、まずは長瀬産
業 の ベ ト ナ ム 現 法 、
Nagase Vietnam Co., Ltdと
その顧客を中心にサービス
を展開する。

アパレル廃棄ゼロ目指し
業界初のPF運営へ

センコーグループホール
ディングス傘下のセンコー
は物流センターでのアパレ
ル商品在庫廃棄ゼロ支援の

ため商品の再生加工、再販
売、リサイクルなどの機能
をもつ業界初のプラットフ
ォーム運営に向けた新会
社、ゼロブランズを設立、
22年11月に公式サイトをオ
ープンした。センコーはフ
ァッション企業の余剰在庫
の廃棄という顧客の課題解
決を模索、賛同企業との協
働でファッション・サステ
ナブル・プラットフォーム
を構築したもの。これによ
り複数のファッション企業
の商品返品から再販までの
物流共同化や物流費の削減
を図るとともに、多くの在
庫販売チャネルとの連携に
よる販売支援、リサイクル
会社とのネットワークを構
築し商品の廃棄ゼロを目指
す。公式サイトでは取り組
み事例や最新情報サイト、
社内向けEC販売サイトを
公開、23年9月に一般向け
EC販売サイトをオープン
する予定。

サプライチェーン全体の
CO2排出量可視化目指す

NTTデータは22年12月、
電子情報技術産業協会
（JEITA）が事務局を務め
る「Green x Digital コンソ
ーシアム」の実証実験に参
加、サプライチェーン全体
でCO2排出量を見える化す
るためのルール作りを目指
す。実証実験にはグリーン
関連ソリューションの提供
企業やユーザー企業35社が
参加し、CO2排出量データ
を異なるアプリケーション
間で交換して、交換ルール
やデータフォーマットの課
題を検討する。NTTデー
タは、CO2排出量データを
管理するアプリケーション
を提供し、ソリューション
提供側の立場でデータ交換
を検証するほか、ユーザー
側の立場でルールの実効性
や課題などを検証する。
NTTデータはこれまで、
CO2排出量の見える化、デ
ータ主権を保護できるグロ
ーバルデータ連携基盤の検
討 、 非 営 利 団 体
「ESTAINIUM」の設立、
EVバッテリーに関する業界
横断エコシステムの構築と
いったさまざまな活動を通
して、脱炭素に向けたデー
タ活用に取り組んでいる。

近鉄エクスプレス

日本通運

日鉄ソリューション/トヨタ

長瀬産業

郵船ロジスティクス

関光汽船

センコー

NTTデータ

三井倉庫HD
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Named the Best West Coast Seaport in North America for the fourth year 
in a row, the Port of Long Beach is dedicated to operational excellence, 
sustainable development and world-class customer service.

The Port of Choice

兎（ウサギ）のイメージ
兎はAesop’s Fables（イ

ソップ物語）の中の「兎と
亀（カメ）の競争」、『古事
記』の出雲神話の因幡の白
兎、小学唱歌「うさぎ」、

「故郷」、「兎のダンス」な
どに登場する兎、仏教説話
では月に住み餅をつくとい
う伝説の兎などで親しまれ
ている。そして、十二支で
は4番目の「卯」に当たる。
耳が長い、目が赤い、とい
うイメージがある。

「月の兎」といえば、日
本 の 宇 宙 ベ ン チ ャ ー

「ISPACE」（アイスペース）
の月探査計画「HAKUTO-
R」で開発した着陸船が昨

年12月に打ち上げられ、38
万キロ先を目指す軌道に乗
ったが、計画名は月のウサ
ギ、白兎（はくと）に因む。
余談であるが、日本の「月
の兎」のイメージは外国で
は異なる。英語ではthe
man in the moon（月の住
人、架空の人物）、インド
ではワニ、モンゴルでは犬、
中南米ではロバ、ヨーロッ
パでは大きなハサミを持つ
カニ、中東・アラビア地域
では吠えているライオンの
しっぽに見えるらしい。

「兎」を含むことわざ
当然のことかも知れない

が、兎を含む日本語のこと
わざに相当する英語のこと

わざにはhareもrabbitも登
場しない。しかし、例外が
一つある。
◆二兎（にと）を追う者
は一兎（いっと）をも
得ず
「同時に二匹の兎を追い

かけて捕らえようとする者
は、結局一匹も得られない」
ということで、「虻蜂取ら
ず」、「一も取らず二も取ら
ず」と同意である。一方、
英語には One who runs
after two hares will catch
neither. ということわざが
ある。「日本語と英語のこ
とわざには、発想も表現も
全く同じものがあるのだな
あ」と思われる方が多いの
ではなかろうか。実は「二

兎（にと）を追う者は一兎
（いっと）をも得ず」は日
本語のことわざではなく、
上記の英語のことわざの日
本語訳である。

やや脱線するが、「光陰
矢の如し」は純粋の日本語
のことわざで、英語では
Time flies! という。しかし、

「矢の如し」(like an arrow)
を補足してTime flies like
an arrow. と和訳している
辞書もある。日本人が like
an arrow を勝手に付け加
えたらしい。本来の英語の
ことわざはTime flies!であ
る。
◆兎の昼寝

「油断大敵」のことであ
る。英語では Danger is
next neighbor to security.

（危険と安心は隣り合わせ）
という。
◆兎も七日なぶれば噛み
つく

どんな穏健な人でも何度
も不法なことをされると怒
る、という意味である。英
語では Tread on a worm
and it will turn.（小さな虫
でも踏みつけられると向か
ってくる）という。
◆兎を得て罠（わな）を
忘れる
喉元（のどもと）過ぎれ

ば熱さ忘れる、ということ
であるが、これに相当する

英語のことわざは The
danger past and God
forgotten.（危険が去ると、
神は忘れられる）である。
◆兎の罠（わな）に狐
（きつね）がかかる
思いがけず幸運が舞い込

む、ということで、英語の
ことわざTo throw out a
spat to catch a whale.（小
魚を餌にして鯨をとる）が
これに相当する。
◆兎を見て犬を放つ

兎を見てから犬を放して
追いかけさせても兎をとら
えることができる、という
ことから、「少しくらい遅
れても、あせらずに物事を
行うことが成功への道であ
る」という意味を表す。こ
れと類義の英語のことわざ
は It is never too late to
mend.で、「誤りを改める
のに手遅れということはな
い」という意味である。
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「兎」を含む慣用句
●始めは処女の如く後は
脱兎の如し
出典は「孫子」の兵法で、

「始めは弱々しく見せて敵
を油断させ、後で一気に素
早く攻撃する」ことのたと
えである。決まりきった英
訳はないが、Act as if you
are weak at the outset and
attack when the enemy is
off his guard; first like a
meek virgin , later like a
running hare. と英訳でき
る。
●脱兎の如し

非常に速いことのたとえ
に用いられる表現である。
これと類義の英語のことわ
ざは「心をよぎる思いのよ
うに速い」という意味のas
quick as thoughtである。
●兎の糞（ふん）

英語では、兎が豚に変身
し た 形 で 、 as the hog
pisseth（豚の小便のように
とぎれとぎれに）という。
その他、by fits, in fits and
starts ともいう。fits は
「発作、ひきつけ」、starts
は「感情などの突発」のこ
とである。     

hare/rabbitの
イメージ

日本語では「兎」一語で
あるが、英語ではhare（野
兎）と、それよりも小さい
rabbit（飼い兎）に分けら
れる。雄野兎はback hare
または jack hare、雌野兎
はdoe hareという。

hareは、再生、回春、復
活を表し、豊穣の象徴であ
るが、間抜けというイメー
ジもある。hareは魔女の化
けた姿とみなされ、前を
hareが横切ると縁起が悪
く、オオカミは縁起が良い、
という伝説がある。一方、
rabbit は多産、素早い、幸

運、跳ねる、耳が長いとい
うイメージがある。口語で、
スポーツ、特にテニスやゴ
ルフのへたな人のことを
rabbitという。上手な人は
tigerという。Are you a
tiger or a rabbit? I hope
you’re a tiger.

hare を含むことわざ
◆First catch your hare,
then cook it.

（先ず、兎を捕らえよ、
それから料理せよ）

これと類義の日本語のこ
とわざは「捕らぬ狸の皮算
用」である。
◆The foremost dog
catches the hare.

（先頭の犬が兎を捕らえる）
何事も準備は早いほどよ

い、という意味で、「先ん
ずれば人を制す」、「早い者
勝ち」などとほぼ同じ意味
である。
◆The hindermost dog
[hound] may catch the
hare.

（一番後ろの犬が兎を捕ら
えることができる）

上のことわざとは意味が
反対で、はじめは元気よく
兎を追っていた犬が疲れて
しまったころ、最後の犬は
疲れていないので、兎を捕
らえることができる、とい
うことである。
◆You can’t run with the
hare and hunt with the
hound.

（兎と一緒に逃げながら、
同時に猟犬と一緒に兎狩り
をすることはできない）

相反する二つのことを同
時にすることはできない、
という意味である。You
can’t eat your cake and
have it too.（ケーキを食べ
て、なおそのケーキを持っ
ていることはできない）と
いう類義のことわざもあ
る。

hareを含む慣用句
●hare off：（口語）脱兎
のように走り去る
●hare-brained：間の抜け
た、おろかな、気まぐれな
●hare-hearted：気の弱
い、臆病な
●hare-sleep：タヌキ寝入
り

野兎は臆病なので、眠っ
ている間でも目を閉じない
といわれていることから。
●as mad as a March hare
：狂乱して、気違いじみた

3月は野兎の発情期であ
ることから生まれた慣用句
である。同じ意味で、as
mad as a hatterともいう。
これはhatter（帽子職人）
はしばしば発狂したことに
由来する。
●make a hare of ～：～
をばかにする
● the hare and the
tortoise：兎と亀（の競争）

イソップ物語の中の有名
な「才能よりも着実な努力
による勝利」の話。turtle
は「海亀」で、tortoiseは

「陸生の亀」である。
●set the tortoise to catch
the hare：事の順序を間違
える、順序が逆。

速く走る兎を亀につかま
えさせようとするのは、ほ
とんど不可能なことであ
り、事の順序が逆である。

rabbitを含むことわざ
◆First catch your rabbit
and then make your
stew.

（まず兎を捕らえよ、それ
からシチュウを作れ）
Don’t make your stew

until you catch your rabbit.
も同じ意味である。
◆Don’t stay with the
ribbits but run with the
hounds.

（兎と一緒に寝ないで、猟
犬と一緒に走れ）

rabbitを含む慣用句
●as timid as a rabbit：兎
のように臆病な
●as scared as a rabbit：
兎のようにひどくこわがっ

て
●as sacred as a rabbit：
兎のように神聖な
●run like a rabbit：兎のよ
うに速く走る、大急ぎで逃
げる、一目散に逃げる
●rabbit ears：テレビアン
テナ
●rabbit ball：よく飛ぶ野
球のボール
●breed like rabbits：兎の
ようにたくさん子を生む
●rabbit-foot：幸運のまじ
ないとして持ち歩く兎の左
の後ろ足。

rabbit には魔力があり、
特に力強く飛び跳ねること
ができる後ろ足は「躍動」
の象徴であると見做され、
rabbit foot をtalisman（お
守り）として身に付ける習

慣がある。
●rabbit food：（俗語）緑
野菜、生野菜。

ペットとして飼っている
兎の餌の意味もあるが、本
来は上記の意味である。
●pull a rabbit out of a
hat：（手品で、帽子から
兎を出すように）思いがけ
ない解決策を生み出す、奇
策を編み出す
●white rabbits：まじない
の文句で、毎月1日に繰り
返し唱えると幸せになると
いわれている
●buy the rabbit：（俗語）
不利な取引をする
●Let the dog see the
rabbit：（立ちふさがって
いる人に対して）他の者に
も見せてやれ
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